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はじめに 
 

男女共同参画社会基本法が平成１１年に制定されて以降、国

では男女共同参画基本計画や仕事と生活の調和（ワーク・ライ

フ・バランス）憲章などが策定され、男女共同参画の推進が図

られてきました。 

 

松田町では、平成１５年に「まつだ女性支援プラン」を策定

した後、平成２７年８月に「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律（女性活躍推進法）」が成立したことを受け、

平成３０年に本計画である「松田町男女共同参画プラン」を策

定し、年齢や性別、障がいの有無などに関係なく、一人ひとりが尊重される人権尊重

社会の形成を進めております。 

 

このような中、令和２年より、世界的に新型コロナウイルス感染症が大流行し、非

正規雇用労働者やサービス業が大きな打撃を受けたことで、女性の雇用に影響が強く

表れ、経済的な男女の不平等が顕在化しました。また一方では、テレワークをはじめ

とするオンラインの活用が普及し、男女ともに新しい働き方の可能性が一気に拡がり

ました。  

 

 こうした社会情勢を踏まえ、令和９年度までの５年間を計画期間とする「松田町男

女共同参画プラン（改訂版）」を策定いたしました。これまでの取り組みを基本としつ

つ、「あらゆる分野における男女の共同参画機会の創出」、「男女共同参画を支える、安

全・安心な暮らしの実現」、「男女共同参画のための支援メニューの拡充とワーク・ラ

イフ・バランスの実現」を重点目標とし、「男女がお互いを尊重し、性別にかかわら

ず、社会のあらゆる分野で個性と能力を発揮できる社会」を目指し、より一層積極的

なまちづくりを進めてまいります。 

 

男女共同参画の推進に向けては、自治会の方々、町内事業者の皆様、そして町民の

皆様一人ひとりが当事者意識をもって行動することが重要となりますので、引き続

き、ご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 

 結びに、今回の策定にあたり、ご提言をいただきました「松田町男女共同参画社会

推進協議会」の委員の皆様をはじめ、貴重なご意見をお寄せくださった町民の皆様に

心からお礼申し上げます。 

 

令和５年 ４月 

松田町長 本山博幸 
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第 1 章 計画の基本的な考え方 

1. 松田町男女共同参画プラン改訂の背景 

「男女共同参画社会」とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思に

よって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、男女が均等に政

治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担う

べき社会」のことです。 

我が国ではこれまで、男女共同参画社会の実現に向け、平成 11 年の基本法の制定

に始まり、平成 27 年には、女性の採用・登用・能力開発等のための事業主行動計画

の策定を事業主に義務づける、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女

性活躍推進法）が成立し、平成 30 年には「政治分野における男女共同参画の推進に

関する法律」が施行されるなど、女性の活躍を推進するための法律が整備されてきま

した。 

また、令和２年には、男女共同参画社会基本法に基づき施策の総合的かつ計画的推

進を図るため、「第５次男女共同参画基本計画」が策定され、男女共同参画の実現に

向けた取組が、新たな段階へ入っています。 

更に、SDGs（持続可能な開発目標）においては『ジェンダー平等を実現しよう』

という目標が掲げられ、すべての女性と女児のエンパワーメントが図られるなど、国

際的にもあらゆる分野での女性の活躍が求められています。 
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■基本法に掲げられている「男女共同参画社会を実現するための５本の柱（基本理念）」 

 

 

図 1 「男女共同参画社会を実現するための５本の柱（基本理念）」 

（引用：内閣府 男女共同参画社会基本法（平成 11 年 6 月 23 日公布・施行）） 
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男女の差別をなくし、男性も女

性もひとりの人間として能力を

発揮できる機会を確保 

男女が様々な活動ができるよう

に社会の制度や慣行の在り方を

考える 

男女共同参画づくりのために、

他の国々や国際機関と相互に協

力して取り組む 

家族としての役割を果たしな

がら、仕事や学習、地域活動

等ができるようにする 

男女が社会の均等なパートナーと

してあらゆる分野において方針の

決定に参画できる機会を確保 



 

3 

 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

資
料
編 

第 1 章 計画の基本的な考え方 

■国・地方公共団体・国民の役割 

 

図 2 国・地方公共団体・国民の役割 

（引用：内閣府 男女共同参画局 HP「男女共同参画社会とは」） 

 

2. 松田町男女共同参画プラン改訂の経緯 

松田町（以下、「本町」という。）では、平成 29 年を「女性が輝くコンパクトシテ

ィ松田元年」として位置づけ、女性が輝き、活躍することができる環境づくりを進め

ています。女性の活躍は将来のまちづくりにおいて必要不可欠なものであることから、

男女共同参画社会実現に向けて町民の皆様と共に取り組むために、「松田町男女共同

参画プラン（以下、「本プラン」という。）」の策定を行いました。 

この度、現行計画の計画期間（平成 30 年度～令和４年度）が終了し、また、「女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律」の改正や、「第５次男女共同参画基本

計画」の制定など、男女共同参画に係る近年の社会情勢の変化等を踏まえて、「松田

町男女共同参画プラン改訂版」を策定します。 

  

国の責務 

○基本理念に基づき、 
男女共同参画基本
法を策定 

○積極的改善措置を
含む男女共同参画
社会づくりのため
の施策を総合的に
策定・実施 

地方公共団体の責務 

○基本理念に基づき、 
男女共同参画社会
づくりのための施
策に取り組む 

○地域の特性を活か
した施策の展開 

国民の責務 

○男女共同参画社会
づくりに協力する
ことが期待されて
いる 
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3. 本プランの位置づけ 

(１)  本プランの法的な位置づけ 

本プランは「男女共同参画社会基本法」「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律（女性活躍推進法）」「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に

関する法律（DV 防止法）」を根拠法とする市町村基本計画を兼ねるものとしま

す。 

図 3 関連法と本プランの位置づけ 

  

男女共同参画基本法 

市町村男女共同参画計画 

第 14 条 

３ 市町村は、男女共同参画

基本計画及び都道府県男女

共同参画基本計画を勘案し

て、当該市町村の区域におけ

る男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策につい

ての基本的な計画を定める

ように努めなければならな

い。 

女性活躍推進法 

市町村推進計画 

第６条 

２ 市町村は、基本方針（都

道府県推進計画が定められ

ているときは、基本方針及び

都道府県推進計画）を勘案し

て、当該市町村の区域内にお

ける女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する施策

についての計画を定めるよ

う努めるものとする。 

DV 防止法 

市町村基本計画 

第６条 

３ 市町村（特別区を含む。

以下同じ。）は、基本方針に即

し、かつ、都道府県基本計画

を勘案して、当該市町村にお

ける配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護のため

の施策の実施に関する基本

的な計画を定めるよう努め

なければならない。 

松田町男女共同参画プラン 
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第 1 章 計画の基本的な考え方 

(２)  関連計画との関係 

本プランは、本町の総合計画である「松田町第６次総合計画 新まちづくりア

クションプログラム」に基づいた「人権・男女共同参画」に関連する分野の個別

計画として位置づけるとともに、「松田町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・

総合戦略」の男女共同参画に関わる個別戦略として策定するものです。 

計画の実行にあたっては、ほかの個別計画とも整合性を図ります。 

 

 

図 4 本プランの位置づけ 

松田町 
男女共同参画プラン 

松田町第６次総合計画 

新まちづくりアクションプログラム 

準

拠 

男女共同参画基

本法 

女性活躍推進法 

DV 防止法 

個別計画 

松田町子ども・子育て支援事業計画 

松田町健康増進計画・食育推進計画 

松田町地域福祉計画 

松田町まち・ひと・

しごと創生 人口 

ビジョン・総合戦略 

松田町特定事業主行動計画 

（次世代育成支援に関する行動計画・女性活躍推進法に関する行動計画） 

個別戦略 

連携 

松田町データヘルス計画 

松田町高齢者福祉計画・介護保険事業計画 

関連計画 
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4. 計画の期間 

計画の期間は、令和５（2023）年度から 9（2028）年度までの５年間とします。 
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第２章 松田町の現状と課題 

1. 人口の状況 

本町では、1995 年以降、人口減少に転じ、少子高齢化の進行が顕著にみられ

ます。合計特殊出生率は、2007 年から 2015 年にかけて全国平均や神奈川県平

均に比べ低い状況でしたが、2016 年では本町の数値がやや上回る状況となりま

した。今後も、子どもを産み育てやすい環境づくりや、男女共同参画社会の実

現を通した本町の魅力の向上を通して人口減少に歯止めをかけることが必要で

す。 

■本町の人口推移 

本町では、1990 年代半ばにかけて人口増加傾向が見受けられましたが、

1995 年の 13,270 人をピークに減少傾向に転じ、2020 年には 10,469 人とな

りました。 

今後は一層急激な人口減少が進むと予測されており、2040 年には 7,364 人

まで減少すると予測されています。 

 

図 5 本町の人口推移と将来予測（1985 年～2045 年） 

資料：国勢調査（1985 年～2020 年）、人口問題研究所（2025 年～2045 年） 
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■年齢３区分別人口の推移 

1980 年から 2020 年にかけての年齢３区分別の人口推移をみると、年少人口

は減少傾向にある一方、老年人口は年々増加傾向にあり、35 年で 3 倍近くにな

るなど、少子高齢化の進行が顕著に見受けられます。 

 

図 6 本町の年齢３区分別人口の推移 

資料：国勢調査（1980 年～2020 年） 
 

■合計特殊出生率の推移 

2010 年から 2019 年における合計特殊出生率の推移を確認すると、本町では

年度ごとに出生率の変動が見受けられますが、全国・県はともに増加傾向にあ

ったものが 2016 年を境に減少傾向にあります。また、2010 年から 2015 年に

かけて、全国平均や神奈川県の平均よりも低い状況でしたが、2016、2018 年

には本町の数値がやや上回る状況となりました。 

図 7 全国・神奈川県・本町における合計特殊出生率年次推移（2007～2019 年） 

資料：厚生労働省「人口動態統計」、神奈川県衛生統計（2007 年～2019 年）  
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第２章 松田町の現状と課題 

2. 就労の状況 

産業別の男女の割合には差があり、雇用状況も女性は男性に比べて「正規の職

員・従業員」の割合が低いなど、男女の就業状況に違いがみられます。また、女

性の労働力率は結婚や子育てなどの時期に下がっており、退職理由にも、結婚や

出産、子育てを挙げる方が多く、仕事を続けたい女性を支援する職場環境や本町

の支援体制の構築が求められます。 

■産業別就業者数（男女別） 

本町の男女別産業別の就業者数を見ると、男性は女性に比べて製造業等の第

二次産業に就業する割合が高く、女性はサービス業等の第三次産業への就業の

割合が高くなっており、県と比較しても同様の傾向が見られます。 

 

図 8 本町の男女の産業別就業者数（人） 

資料：国勢調査（2020 年）  
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■正規・非正規雇用の男女の割合 

正規・非正規における男女の割合では、男性は女性に比べて、「正規の職員・

従業員」の割合が高く、女性は男性に比べて、「派遣・パート・アルバイト・そ

の他」の割合が高くなっています。 

また、県と比較すると、「正規の職員・従業員」の割合は男女ともに県の割合

が高く、「派遣・パート・アルバイト・その他」の割合は、男女ともに本町の割

合が高くなっています。 

一方、県の「正規の職員・従業員」の男女差は 35.1％に対し、本町の男女差

は 36.2％であり、男女の割合については、県と比較して差が見られません。 

 

 
図 9 正規・非正規雇用の男女の割合 

資料：国勢調査（2020 年） 
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■男女の労働力率 

男女の労働力率をみると、男性は「25～29 歳」から「55～59 歳」にかけて

労働力率に大きな変動は見られませんが、女性は、「35～39 歳」に労働力率が

減少し、「M 字カーブ」を描いています。これは、結婚や子育てなどによるもの

と考えられます。 

なお、神奈川県平均と比較すると、「40～44 歳」から「60～64 歳」にかけ

て、やや本町女性の方が、労働力率が高い状況となっています。 

 

図 10 男女の労働力率（松田町） 

 

図 11 参考：男女の労働力率（神奈川県） 

資料：国勢調査（2020 年）  
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■仕事を辞めた経験 

仕事を辞めた経験があると回答した男女の割合をみると、女性の内、「ある」

と回答した方の割合は、男性よりも多くなっており、男性に比べ、女性の方が

仕事を辞めた経験があることが分かります。 

 

図 12 仕事を辞めた経験があるか（男性） 

 

図 13 仕事を辞めた経験があるか（女性） 

資料：町民アンケート（令和４年度）  
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■仕事を辞めた主な理由 

退職の理由では、女性は、「結婚、出産のため」、「家事や育児との両立が困難

であるため」が合わせて 40％超と多いのに対し、男性はどちらも 0％であり、

男性に比べ、女性の退職理由が、結婚や家事、育児に影響されることが分かり

ます。 

図 14 仕事を辞めた主な理由 

資料：町民アンケート（令和４年度） 

■仕事を辞めた方の再就職の状況 

仕事を辞めた経験のある方の再就職の状況としては、再就職した方が全体の

68％と最も多く、７割程度の方が再就職できている状況です。 

再就職については、本人の希望があれば、多くの方が再就職できている状況

です。 
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図 15 再就職の状況 

資料：町民アンケート（令和４年度） 
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■介護離職の状況 

介護離職については、「介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない」が

61.2％と多い状況ですが、「主な介護者が仕事を辞めた」が 7.1％、「主な介護

者以外の家族・親族が仕事を辞めた」が 7.1％あり、介護を理由に仕事を辞め

ざるを得ない方がいることが分かります。 

 

 

図 16 介護を主な理由として過去１年の間に仕事を辞めた方の有無 

資料：松田町第 8 期高齢者福祉計画・介護保険事業計画に係るアンケート調査 
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3. 男女共同参画に関する意識 

町民の男女共同参画に関する意識においては、社会の多くの場で昔ながらの固

定的な性別役割分担の意識や、男性優遇の意識が残っていることが分かります。 

このような固定的な意識や先入観を取り除き、男女が平等感をもって暮らせる

社会の実現が求められます。 

■固定的性別役割分担意識（夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである）（男女別） 

男女別に、固定的性別役割分担意識をみると、男女ともに 50％以上の方が

「賛成しない」と回答しています。また、「賛成する」と回答した方の割合は、

女性に比べ、男性が多くなっています。 

年齢別にみると、男性における高年齢者層では、「賛成する」と答えた方の割

合が比較的多いことが確認できます。 

 

図 17 男女別 固定的性別役割分担意識（本町） 

資料：町民アンケート（令和４年度） 
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図 18 年齢別 固定的性別役割分担意識（男性） 

図 19 年齢別 固定的性別役割分担意識（女性） 

資料：町民アンケート（令和４年度）  
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■場面別の男女の平等感（男女別） 

男女の平等感を男女別に確認すると、「社会全体」では男性に比べ、女性の方

が「男性の方が非常に優遇されている」と回答した方が多くなっています。 

場面別にみると、「家庭生活」では男女ともに「平等である」が多く、それ以

外の項目では「男性の方が非常に優遇されている」「どちらかといえば男性の方

が優遇されている」と回答された方が多くなっています。 

 
図 20 男女の平等感（男性） 

 

図 21 男女の平等感（女性） 
 

資料：町民アンケート（令和４年度）  
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4. 女性活躍の現状 

(１)  町内事業所の現状 

■正社員及び管理職の男女比率 

正社員の割合では７割以上が男性であり、管理職に占める女性の割合は

17.6％と非常に少ない状況です。 

 

■男女別の正社員の平均勤続年数 

正社員の勤続年数において、男性は平均 16 年、女性は平均 11 年と、勤続年

数は男性の方が長い傾向にあります。 

■次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定状況 

次世代育成支援対策推進法に基づき、企業が従業員の仕事と子育ての両立を

図るための雇用環境の整備や、子育てをしていない従業員も含めた多様な労働

条件の整備などに取り組むにあたって策定する「一般事業主行動計画」の策定

状況について確認したところ、「策定しており、くるみんマーク（子育てサポー

ト企業として認定されたマーク）を取得している」が 2 件、「策定しているが、

くるみんマークは取得していない」が 5 件であったのに対し、「策定する予定が

ない」が 19 件と約 73％の事業者が策定していませんでした。また、策定して

いない事業者の内、今後策定を予定している事業者はありませんでした。                  

 

■女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定状況 

女性活躍推進法に基づき、女性の活躍推進の取組を着実に前進させるべく、

自社の女性の活躍に関する状況把握、課題分析を行ったうえで、自社の課題に

基づき目標を設定し、具体的な取組内容を記載する「一般事業主行動計画」の

策定状況について確認したところ、「策定しており、えるぼしマーク（女性の活

躍を推進している企業として認定されたマーク）を取得している」が 1 件、「策

定しているが、えるぼしマークを取得していない」が 4 件と少なく、残りの回

答のうち、「策定を予定している」と答えた企業は１件でした。 

                                

  

 

 

 

 

図22 くるみんマーク

（厚生労働大臣認定） 

図 23 えるぼしマーク 

（厚生労働大臣認定） 
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■ ポジティブ・アクションの認知度と取組状況 

「ポジティブ・アクション」という用語の認知度については、「知らなかっ

た」や「名前だけは聞いたことがある」が半数以上を占め、実際に具体的な取

組をしている事業者はありませんでした。 

 

■ ポジティブ・アクションの各取組の実施状況 

「ポジティブ・アクション」については約４割の事業所がその取組を認知し

ておらず、各具体的な取組では、「特になし」の回答が平均して約 72％と多く

なっており、具体的な取組がなされていないことが分かります。 

 
図 24 ポジティブ・アクションの実施状況 

資料：町内事業者アンケート（令和４年度）  
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社内男女格差の発見と改善のため、女性メンバーを含めたプロジェクト

を設置している

男女の役割分担意識解消のための意識啓発研修を実施している

職場環境や風土に関する相談窓口を設置している

その他

特になし

女
性
の
採
用
拡
大
の
た
め
の
取
組 

女
性
の
職
域
拡
大
の
た
め
の
取
組

 
女
性
の
管
理
職
増
加
の
た
め
の
取
組

 

職
場
環
境
や
風
土
改
善
の
た
め
の
取
組 
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(２)  自治会・地域の現状 

■地域での女性活躍について（男女別自治会役員数） 

過去 5 年間で女性の自治会役員の数は、男性と比べて非常に少なく、特に、

自治会長は 0 人となっています。 

 

表 1 男女別 自治会役員数 

 

    

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

会長 
男性 26 26 26 26 26 

女性 0 0 0 0 0 

副会長 
男性 35 37 38 37 37 

女性 1 0 0 0 0 

会計 
男性 27 28 29 29 29 

女性 6 5 5 4 4 

監査 
男性 42 41 42 41 40 

女性 2 5 4 5 6 

部会長等 
男性 33 35 37 34 34 

女性 9 10 9 10 10 

資料：町内自治会アンケート（令和４年度） 
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■女性が役員会に参加することによる効果と期待 

女性が参加することで「女性視点での自治会・町内会の活動が増える」と答

えた自治会は 79.2％、「行事への女性の参加が増える」と答えた自治会は

66.7％と多くなっており、女性の参加が期待されています。 

 

 

図 25 女性が役員会に参加することによる効果と期待 

資料：町内自治会アンケート（令和 4 年度） 

  

66.7%

25.0%

45.8%

79.2%

29.2%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア. 行事への女性の参加が増える

イ. 役員会の雰囲気がよくなる

ウ. 女性が積極的に発言するようになる

エ. 女性視点での自治会・町内会の活動が増

える

オ. その他

カ. 変わらない、期待しない
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■女性が自治会に積極的に参加するためにどのようなことが必要になるか 

女性が積極的に自治体に参加するには「女性がもつ役員への抵抗感を減ら

す」、「自治会運営に女性が参画できる雰囲気をつくる」いう回答が多くありま

した。 

 

 

図 26 女性が自治会に積極的に参加するために必要なこと 

資料：町内自治会アンケート（令和 4 年度） 

  

45.8%

54.2%

29.2%

54.2%

25.0%

12.5%

37.5%

33.3%

4.2%

12.5%

25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア. 役員の負担を軽減する

イ. 女性自身がもつ役員への抵抗感を減らす

ウ. 女性が役員になることに対する男性の抵抗

感を減らす

エ. 自治会運営に女性が参画できる雰囲気をつ

くる

オ. 女性が役員活動を行うためのネットワーク

づくりをすすめる

カ. 男女共同参画に関する学習の場を設定する

キ. 自治会が積極的に呼びかける（回覧板、掲

示板、会議の場での呼びかけ等）

ク. 住民参加の会議や役員会、自治会活動等の

開催日時について考慮する

ケ. 女性役員を登用するための数値目標を設定

する

コ. 規約の改定や新たな規約を制定して、女性

の登用を位置付ける

サ. その他
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■自治会活動における性別役割分担の有無について 

自治会活動での性別による役割分担については、約８割の自治会が「ない」

と回答しています。また、「ある」と回答した方に、具体的な役割分担の違いに

ついて確認したところ、「会議時のお茶出しや料理は女性、力仕事は男性が多

い」という回答が見られました。 
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■防災活動に女性が参画するための取組 

女性が防災活動に参画するための必要な取組については、「行政等が防災分野

での女性の参画について啓発・周知する」、「地域の防災リーダー育成の講習会

への参加を働きかける」と回答した自治会が多くなっており、女性が参加する

意識の啓発が必要となっています。 

 

 

図 27 防災活動に女性が参画するための取組 

資料：町内自治会アンケート（令和 4 年度） 
  

16.7％

58.3％

45.8％

87.5％

12.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア. 自主防災組織の規約等に女性役員の登用

について記載する

イ. 地域の防災リーダー育成の講習会への参

加を働きかける

ウ. 避難所の運営委員会（会議体）等への女

性の積極的な参加を促す

エ. 行政等が防災分野での女性の参画につい

て啓発・周知する

オ. その他
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(３)  町議会議員における女性の割合 

松田町議会の議員数 12 人のうち女性議員は３人（25％）となっており、市議

会における女性議員の比率の全国平均は 12.0％（全国町村議会議長会「議会の組

織・構成・議員に関する調」、令和４年 7 月１日時点）となっていることから、全

国平均よりも、やや女性比率が高い状況です。今後、「女性の活躍するまち」を目

指すに当たり、女性議員のさらなる増加により、町政に女性の意見が反映される

ことが期待されます。 

(４) 審議会・委員会に占める女性の割合 

本町の松田町総合戦略審議会、社会教育委員会など審議会の委員のうち女性の委

員割合は 14.9％と低くなっています。 

委員会の委員総数 22 人のうち女性の委員は 3 人となっており、総委員数のうち

女性の割合は 13.6％とこちらも低くなっています。 

あらゆる分野における男女共同参画の推進に向け、審議会や委員会等においても、

女性の意見が反映されるよう留意することが必要です。 

  



 

27 

 

第
３
章 

第
１
章 

第
２
章 

第
４
章 

資
料
編 

第２章 松田町の現状と課題 

(５) 本町職員の現状 

本町職員の過去４年間の採用実績では男女に差はなく、平均勤続年数において

も男女に差はみられませんが、本町職員全体の男女の割合では男性に比べやや女

性が少なく、管理職に占める女性の割合も男性の割合が高くなっています。 

今後も継続的に女性の採用や管理職への登用に向けた支援を推進するなど、女

性の活躍が可能な就業環境を充実させることが期待されます。 

■本町職員の男女別採用実績 

本町職員の平成 30 年度から令和３年度の採用状況を確認すると、男女の採用

人数の差は少ない状況となっています。 

 

表 2 本町職員の男女別採用実績 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

全体 男性 女性 全体 男性 女性 全体 男性 女性 全体 男性 女性 

採

用

人

数 

6 1 5 5 4 2 4 2 2 3 1 2 

資料：総務課データ 

■本町職員の男女の割合（全体） 

本町職員の男女の割合は、女性が 42.9％と少ない状況となっています。 

 

表 3 町職員の男女の割合（全体） 

 
全職員数 内 女性 女性職員比率 

合 計 112 48 42.9% 

資料：総務課データ（令和３年４月１日現在） 

■本町職員の男女別平均勤続勤務年数 

本町職員の平均勤続年数において、男女に差はみられません。 

 

表 4 男女別 平均勤続年数 

 
職員全体 男性職員 女性職員 

平均勤続年数 14 年 10 ヶ月 14 年 10 ヶ月 14 年 10 ヶ月 

資料：総務課データ（令和３年４月１日現在） 
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■役職別職員に占める本町女性職員の割合 

「参事・課長級」の割合は、男性 10 人に対して、女性は 3 人（23.1％）、

「課長補佐級」は男性 4 人に対して、女性は 2 人（33.3％）、また、「係長級」

は男性 15 人に対して、女性 7 人（31.8％）となっています。 

表 5 役職別職員に占める本町女性職員の割合 

区分 全体 男性 女性 

参事・課長級 
人数 13 10 3 

割合 100.0% 76.9% 23.1% 

課長補佐級 
人数 6 4 2 

割合 100.0% 66.7% 33.3% 

係長級 
人数 22 15 7 

割合 100.0% 68.2% 31.8% 

資料：総務課データ（令和４年４月１日現在） 
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5. ワーク・ライフ・バランスに関する現状 

(１) 仕事と生活の調和に関する町民の認識 

■生活の中での「仕事」・「家庭生活」・「地域・個人の生活」の優先度 

希望する優先度で「仕事を優先したい」と回答した方は 3.1％と低いもの

の、実際の優先度で「仕事を優先している」と回答した方は、29.7％と高く、

理想とする優先事項と実際との間に差があります。 

一方、「家庭生活」については希望する優先度と実際の優先度に大きな差はあ

りませんが、希望では「仕事と家庭生活をともに優先したい」と回答した方は

20.3％と高いのに対し、実際の優先度では 9.4％と低くなっております。 

 

 

図 28 希望する優先度  

14.1%

26.6%

17.2%

20.3%

4.7%

3.1%

12.5%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

「家庭生活」を「地域・個人の生活」をともに優

先したい

「家庭生活」を優先したい

「仕事」と「家庭生活」と「地域・個人の生活」

をともに優先したい

「仕事」と「家庭生活」をともに優先したい

「仕事」と「地域・個人の生活」をともに優先し

たい

「仕事」を優先したい

「地域・個人の生活」を優先したい

わからない
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図 29 実際の優先度 

資料：町民アンケート（令和 4 年度） 

■１日当たりの育児、家事、介護等に費やす時間（男女別平均） 

男性と女性とでは、１日当たりの育児、家事、介護などに費やす時間は男性

が 30 分から 120 分の範囲であるのに対し、女性は 120 分から 300 分以上の

範囲がほとんどとなっており、男女間で大きく差がある状況となっています。 

 

(２) ライフ・イベントと仕事の状況 

出産や育児、介護など、様々なライフ・イベントにより、働き方は変化してい

きます。育児休業取得率について、町内事業者では、女性が 100％に対し、男性

は 0％となっています。 

また、育児休業や介護休業の制度のない事業者が 40％近くあります。 

男女の「仕事と育児（介護）の両立」には、女性に偏りがちな育児や家事、介

護の負担を夫婦で分かち合うことが重要であることから、育児休業や介護休業制

度などの充実を図り、男女ともに育児休業・介護休業取得の希望を実現できる社

会の構築が必要です。 

 

 

4.7%

25.0%

4.7%

9.4%

6.3%

29.7%

17.2%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

「家庭生活」を「地域・個人の生活」をともに優

先している

「家庭生活」を優先している

「仕事」と「家庭生活」と「地域・個人の生活」

をともに優先している

「仕事」と「家庭生活」をともに優先している

「仕事」と「地域・個人の生活」をともに優先し

ている

「仕事」を優先している

「地域・個人の生活」を優先している

わからない
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■従業員またはその配偶者が出産した人数と、育児休業の取得状況 

事業所における育児休業の取得状況では、女性では、対象人数 4 人に対し、4

人が育児休業を取得しており、取得率は 100％となっています。 

また、男性では、対象人数が 18 人に対し育児休業の取得者は 0 人です。 

■育児休業取得状況について 

育児休業の取得状況については、「育児休業を取得した（取得中）」が母親は 

31.7％、父親は 2.3％と少ない状況となっています。 

 

 

図 30 育児休業の取得状況 

資料：松田町子ども・子育て支援事業計画 子ども・子育て支援に関するニーズ調査 

（令和２年度） 

  

【就学前児童調査 母親】 

52.7 

31.7 

13.8 

1.8 

0 10 20 30 40 50 60

働いていなかった

取得した（取得中である）

取得していない

無回答

（％）

N=224

【就学前児童調査 父親】 

0.0 

2.3 

94.4 

3.2 

0 20 40 60 80 100

働いていなかった

取得した（取得中である）

取得していない

無回答

（％）

N=216



 

32 

 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第２章 松田町の現状と課題 

資
料
編 

資
料
編 

■育児休業取得していない理由について 

育児休業を取得していない理由は、母親では、「子育てや家事に専念するため

退職した」が 38.7％と最も高く、次いで「仕事に戻るのが難しそうだった」が

25.8％となっています。 

父親では、「仕事が忙しかった」が 40.7％、次いで「配偶者が無職、祖父母

等の親族にみてもらえるなど、制度を利用する必要がなかった」が 35.8％とな

っていますが、「職場に育児従業を取りにくい雰囲気があった」も 30.9％と高

い状況です。 

 
図 31 育児休業を取得していない理由 

資料：松田町子ども・子育て支援事業計画 子ども・子育て支援に関するニーズ調査 

（令和２年度） 
 
 

【就学前児童調査 母親】 

12.9 

9.7 

6.5 

25.8 

0.0 

6.5 

6.5 

0.0 

0.0 

38.7 

19.4 

6.5 

0.0 

0.0 

16.1 

3.2 

0 20 40 60

（％）

N=31

職場に育児休業を取りにくい雰

囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰し

たかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだっ

た

収入減となり、経済的に苦しく

なる

保育所（園）などに預けること

ができた

配偶者が育児休業制度を利用

した

配偶者が無職、祖父母等の親族

にみてもらえるなど、制度を利

用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退

職した

職場に育児休業の制度がなかっ

た（就業規則に定めがなかっ

有期雇用のため育児休業の取得

要件を満たさなかった

育児休業を取得できることを知

らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、

産後８週間）を取得できること

を知らず、退職した

その他

無回答

【就学前児童調査 父親】 

30.9 

40.7 

6.9 

8.8 

26.0 

4.4 

21.1 

35.8 

0.0 

10.3 

0.5 

2.5 

3.9 

2.9 

0 20 40 60

（％）

N=204

職場に育児休業を取りにくい

雰囲気があった

仕事が忙しかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだっ

た

収入減となり、経済的に苦しく

なる

保育所（園）などに預けること

ができた

配偶者が育児休業制度を利用

した

配偶者が無職、祖父母等の親

族にみてもらえるなど、制度

を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため

退職した

職場に育児休業の制度がなかっ

た（就業規則に定めがなかっ

た）
有期雇用のため育児休業の取

得要件を満たさなかった

育児休業を取得できることを

知らなかった

その他

無回答
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■事業所における育児と仕事との両立支援（子育てを行う従業員に対する制度） 

事業所における育児と仕事の両立支援の状況では、全体の半数以上が「育児

中の短時間勤務制度」を設けており、「育児中の所定外労働の制限」「育児休業

制度」「子どもの看護休暇制度」は 34.8％から 43.5％と比較的高い状況です。

「制度がない」事業所は全体の４分の１ほどであり、制度のない事業所は比較

的少ない状況となっています。 

 
図 32 子育てを行う従業員に対する支援制度の有無 

資料：町内事業所アンケート（令和 4 年度） 

  

34.8%

26.1%

52.2%

17.4%

17.4%

0.0%

34.8%

43.5%

30.4%

4.3%

26.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ア．育児中の所定外労働の制限

イ．育児中の深夜労働の制限

ウ．育児中の短時間勤務制度

エ．育児中のフレックスタイム制度

オ．育児中の始業・終業時刻の繰上・繰下の制度

カ．事業所内託児施設の設置

キ．子どもの看護休暇制度

ク．育児休業制度（正社員・正職員のみ）

ケ．制度がある（全常時雇用者）

コ．その他
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■本町職員の男女別育児休業取得率 

本町職員の育児休業取得率では、女性の対象者は全員が育児休業を取得して

いますが、男性は３箇年での対象者 1１人中１人と、取得率は依然として低い

状況です。 
 

表 6 本町職員の男女別育児休業取得率 

区 分 

R1 年度 R2 年度 R3 年度 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 

対象人数 5 人 1 人 4 人 2 人 2 人 1 人 

取得人数 1 人 1 人 0 人 2 人 0 人 1 人 

取得率 20% 100% 0% 100% 0% 100% 

対象：令和 1～3 年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員 

資料：総務課データ 

 

■本町男性職員の配偶者出産休暇取得率 

本町男性職員の配偶者の出産に伴う休暇取得率は、３箇年での対象者 11 人中

9 人で、81.8％となっています。 

 

表 7 本町男性職員の配偶者出産休暇取得率 

対象：令和 1～3 年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員 

資料：総務課データ 

区 分 R1 年度 R2 年度 R3 年度 

対象人数 5 人 4 人 2 人 

取得人数 4 人 4 人 1 人 

取得率 80.0% 100.0% 50.0% 
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■介護との両立支援（家族の介護を行う従業員に対する制度） 

介護との両立支援では、「介護中の短時間勤務制度」が 39.1％、「介護休業制

度」が 34.8％と比較的高い状況ですが、「制度がない」事業所も 34.8％と多く

存在します。 

 

図 33 家族の介護を行う従業員に対する制度 

資料：町内事業所アンケート（令和 4 年度）  
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(３) ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた本町による支援状況 

ワーク・ライフ・バランスの推進には、個人が積極的に取り組むことはもとよ

り、社会全体での支援が重要です。 

子育てに係る支援として、町内には、4 か所の私立・公立の幼稚園・保育所に

て働く保護者を支援しているとともに、子育て支援センターの運営、ファミリ

ー・サポート松田の取組を通じて、多様なニーズに応えています。実際に、子育

て支援センターの利用者数は、コロナ禍前の令和元年度までは増加傾向にありま

した。 

また、ファミリー・サポートの会員数についても、年々増加しています。 

介護に係るフォーマルな支援としては、居宅サービス（訪問介護、リハビリテ

ーション、短期入所生活介護等）、地域密着型サービス（定期巡回、通所介護

等）、施設サービス（介護老人福祉施設、介護老人保健施設等）があり、それらの

取組を通じて、介護負担の軽減を図っています。 

また、高齢者に対する保健医療の連携や福祉の増進を包括的に支援する松田町

地域包括支援センターにて、地域の高齢者の総合相談や介護予防に必要な援助等

を行っています。特に、町が現在力を入れているのが認知症高齢者とその家族に

対する支援です。 

女性の社会進出を支援するために、今後も利用者のニーズに合わせたサービス

の提供を確保していくことが求められます。 

■幼稚園及び保育所の整備状況 

町内の幼稚園・保育所としては、町立松田幼稚園、町立寄幼稚園、私立松田

さくら保育園及び小規模保育所であるサンライズキッズなのはな保育園があ

り、幼稚園では、定員に対してニーズ量を確保（待機児童数 0）している状況

ですが、保育所については利用者が増加傾向にあり、今後も保育所の利用を希

望する児童が増加すると見込まれています。 

表 8 幼稚園・保育所の利用児童数 

 
令和４年度（4 月 1 日現在） 

0 歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 

幼稚園 － － － 36 人 36 人 43 人 115 人 

保育園 3 人 23 人 18 人 29 人 32 人 31 人 136 人 

資料：子育て健康課デ－タ 
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■子育て支援センター来所者数 

子育て支援センターの来所者数は、令和元年度までは増加傾向にありました

が、令和２年度、３年度はコロナ禍の影響により減少しました。 

 

表 9 子育て支援センター来所者数 

年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 

利用者数 6,156 8,895 9,414 4,496 5,889 

開所日数 246 252 247 355 421 

１日当たりの

平均利用者数 
25.0 35.3 38.1 12.7 14.0 

資料：子育て健康課データ 

■ファミリー・サポート松田の活動状況 

ファミリー・サポート松田の活動状況は、コロナ禍の影響により令和元年度か

ら２年度にかけてやや減少しましたが、３年度には増加しました。 

 

表 10 会員数 

 R1 年度 R2 年度 R3 年度 

依頼会員 234 244 255 

支援会員 70 71 76 

両会員 53 52 52 

合計 357 367 383 

資料：子育て健康課データ 

 

 

 

●「松田町子育て支援センター」とは？ 

子育て不安の解消を図るため、親子の交流する場の提供及び相談・指導などを

行います。また、育児講座の開催や栄養と健康に関する相談対応や、育児に関

する情報の提供などの子育て支援を行っています。 

●「ファミリー・サポート松田」とは？ 

育児の手助けができる人（支援会員）と、育児の手助けが必要な人（依頼会

員）を事前に登録し、依頼会員からの依頼に応じて、育児の手助け（援助活

動）ができる支援会員を紹介します。（子どもの学校や習い事への送迎、保護

者の外出時など）登録は無料となっており、利用者は利用の際に、規定の料金

を支援会員に支払います。 
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表 11 活動件数 

 R1 年度 R2 年度 R3 年度 

活動件数 

（平日） 
715 673 1,239 

活動件数 

(土日祝日) 
10 20 21 

合計時間 701.0 628.5 870.0 

資料：子育て健康課データ 

■介護支援の状況（認知症高齢者支援） 

後期高齢者人口の増加により、認知症高齢者も今後さら増えることが予測され

る中、高齢者が住み慣れた地域で暮らしていくためには、認知症予防を中心とし

た介護予防事業や公的サービス、地域住民の支援組織や関係者などと協力した支

援体制づくりが重要です。 

町では、それらの実現のため、地域の茶間活動に出向き認知症サポーター養成

講座や、認知症カフェの設置推進、家族介護教室の取組に力を入れており、それ

らの活動を通じて認知症高齢者の家族を支援しています。 

 

表 12 認知症高齢者支援の取組への参加者数 

 事業開始年度 延べ開催回数 延べ参加者数 

認知症サポーター養成講座 平成 29 年 4 月 59 回 1,290 人 

認知症カフェ（MATSUDA おれんぢかふぇ） 平成 29 年 4 月 52 回 1,211 人 

家族介護教室 平成 29 年 9 月 23 回 331 人 

資料：福祉課データ 

 

●認知症サポーター養成講座とは？ 

認知症に対する正しい知識と理解を持ち、地域で認知症の人やその家族に対し

てできる範囲で手助けする「認知症サポーター」を養成し、認知症高齢者等に

やさしい地域づくりに取り組んでいます。 

 

●「認知症カフェ」とは？ 

認知症の家族や物忘れが進んでいる等の症状のある人が集まり、情報交換を行

うことなどで、介護の負担軽減を図るものです。 

 

●「家族介護教室」とは 

高齢者を介護している家族等が、介護に関する知識や技術、介護者の健康管理

等について学ぶために開催され、介護者間の交流の場にもなっています。 
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6. 男女の人権に関する現状 

(１) ドメスティック・バイオレンスについて 

DV（ドメスティック・バイオレンス）という用語については、町民アンケート

回答者の 8 割以上の方から認知されている一方で、携帯電話の通話履歴の監視や

交友関係・外出の制限などについては、DV であるという認識を持っている方が少

ない状況です。また、実際に被害を受けた方は、相談が出来なかった方や相談し

ようとは思わなかった方が 70％以上と高く、その理由の中には、相談の効果に疑

問を持っている方や、相談先が分からない方もいました。 

DV に対する理解を深め、相談機能の充実と周知を積極的に進めることが必要で

す。 

■「DV（ドメスティック・バイオレンス）」の認知度 

「DV（ドメスティック・バイオレンス）」という用語について、内容や意味

を知っていると回答した方の割合は半数以下となり、認知度が低いことが分か

ります。 

 

図 34 DV（ドメスティック・バイオレンス）の認知度 

資料：町民アンケート（令和４年度） 
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■親しい間柄の異性間における様々な行為に対する DV の認識（DV だと思う人の割

合） 

親しい間柄の異性間における様々な行為について、DV と認識する人の割合を

確認すると、「携帯電話やスマートフォンのメールや通話履歴を細かく監視され

た」や「交友関係や外出を制限された」ことに対する認識が低いことが分かり

ます。 

また、男女別にみると、暴力行為や性的行為の強要など、身体的暴力や性的

強硬については男性の方が女性よりも DV である認識が高く、監視・外出制

限・無視などの心理的攻撃については、女性の方が男性よりも DV であると認

識する方が多くいます。 

 

図 35 親しい間柄の異性間における様々な行為に対する DV の認識 

資料：町民アンケート（令和４年度）  
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■（実際に DV を受けたことがある方）DV を受けた際に相談が出来たか 

実際に DV を受けたことがある方に、相談ができたかどうか確認したとこ

ろ、「相談した」の回答が最も多くなっています。 

 

 

図 36 （実際に DV を受けたことがある方）DV を受けた際に相談ができたか 

資料：町民アンケート（令和４年度） 
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■（相談が出来なかった方と相談しようとは思わなかった方）その理由 

相談できなかった理由を確認すると、「誰（どこ）に相談していいか分からな

かったから」、「相談したことが分かると仕返しや、更にひどい暴力を受けると

思ったから」という回答が一番多く、次に「相談しても無駄だと思ったから」、

「自分さえ我慢すればこのままやっていくことが出来ると思ったから」という

回答が多くなっています。 

 

図 37 相談できなかった理由 

資料：町民アンケート（令和４年度）  
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■DV に関する各相談窓口の認知度 

DV に関する各相談窓口の認知度については、「神奈川県警察・松田警察署」

と回答した方が 70.3％と最も多くなっています。 

一方、「かながわ男女共同参画センター」については 25.0％と、認知度が低

い状況です。また、「知らない」と回答した方も、12.5％となっており、相談窓

口の更なる周知が必要です。 

 

図 38 DV に関する各相談窓口の認知度 

資料：町民アンケート（令和４年度） 
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(２) セクシャル・ハラスメント（性的嫌がらせ）について 

「セクシャル・ハラスメント」という用語の認知度は 80％以上と高くなってお

り、実際にセクシャル・ハラスメントを受けたことがある女性も非常に多く、町

や関係機関、町内事業者など、社会全体での「しない」、「させない」取組の推進

が必要です。 

■「セクシャル・ハラスメント」の認知度 

「セクシャル・ハラスメント」という用語について、内容や意味を知ってい

ると回答した方の割合は 85.9％で、認知度が高いことが分かります。 

 

 

図 39 「セクシャル・ハラスメント」の認知度 

資料：町民アンケート（令和 4 年度） 
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第２章 松田町の現状と課題 

■実際にハラスメントを受けたことがあるか 

実際にセクシャル・ハラスメントを受けたことがあるか確認したところ、男性は

26.5％、女性では 60％の方が被害を受けていることが分かります。 

  

 

図 40 実際にセクシャル・ハラスメントを受けたことがあるか 

資料：町民アンケート（令和４年度）  
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(３) LGBT（性的マイノリティ）について 

LGBT については認知度が低い状況にあり、当事者にとって生活しやすい社会

かどうかについても、半数以上の方が思わないと回答しています。今後は、用語

の認知度を高めるとともに、LGBT の方々に対する理解を促進していくことが必

要です。 

■LGBT の認知度 

「LGBT」という用語について、内容や意味を知っていると回答した方の割合

は 91％で、認知度が高いことが分かります。 

 

 
図 41 LGBT の認知度 

資料：町民アンケート（令和４年度） 

■LGBT の方々にとって偏見や差別などがなく、生活しやすい社会であると思うか 

生活がしやすい社会であるかの問いについては、70％以上の回答者が「思わ

ない」「どちらかといえば思わない」と答えています。 

 

 

図 42 LGBT の方々にとって偏見や差別などがなく、生活しやすい社会であると思うか 

資料：町民アンケート（令和４年度）  
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第３章 施策の展開 

1. 男女共同参画における本町の基本目標 

 

 

 

 

 

 

本プランでは、上記のとおり基本目標を設定し、すべての人が性別に関わらず個性

や能力を発揮できる地域社会の形成を目指します。 

しかし、本町では、男性に比べて女性の正規職員・従業員の割合が低くなっており、

退職理由においても女性では結婚や出産、子育てを挙げる者が多いなど、男女の就労

状況にも違いがみられるとともに、家庭生活においても、家事や育児等に費やす時間

について男女間で大きな差があります。 

また、本町職員や議会、自治会・地域においても、女性の役職者の割合は低く、ま

た町内事業所でも管理職に占める女性の割合は少ない状況です。 

そこで、男女共同参画社会の形成に向けて、基本目標の実現のために以下の 3 つを

重点目標とし施策を推進します。 
 

●基本目標の実現に向けた３つの重点目標 

１．あらゆる分野における男女の共同参画機会の創出 

２．男女共同参画を支える、安全・安心な暮らしの実現 

３．男女共同参画のための支援の拡充とワーク・ライフ・バランスの実現 

 

2. 施策の方針 

3 つの重点目標「１．あらゆる分野における男女の共同参画機会の創出」「２．男

女共同参画を支える、安全・安心な暮らしの実現」「３．男女共同参画のための支援

の拡充とワーク・ライフ・バランスの実現」を達成するために、施策の基本方向を

設定します。 

なお、基本の目標を達成するにあたっては、町の現状やアンケートによる住民意

識からみられる課題の、解決可能な施策を展開します。 

 

 

第３章 施策の展開 

基本目標 

男女がお互いを尊重し、性別にかかわらず、社会のあらゆる分野で個性と

能力を発揮できる社会へ 
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本町では、自治会役員や審議会・委員会などに占める女性の割合が低いことか

ら、各組織において女性の意向が反映されにくい状況となっており、女性が自ら

の意思によって活躍できる機会を確保する必要があります。また、女性の就労に

ついては、正規雇用者における女性の割合が低く、また結婚や育児を機に退職す

る方も多いことから、制度整備による女性雇用機会の創出が必要です。並行して、

家庭や職場で固定的な性別役割分担意識、社会的通念や慣習で、男女の役割が決

定されてしまわないよう意識改革を進めていく必要があります。あらゆる分野

における女性活躍の機会創出のため、以下の３つを「施策の方向」とします。 

 

 

 

個人が、社会のあらゆる分野で個性と能力を発揮するためには、心と体の健康

が重要となります。しかし、本町でも DV（ドメスティック・バイオレンス）や

セクシャル・ハラスメント行為などへの不安を抱える女性も少なくありません。

女性活躍を支える安心・安全な暮らしの実現のため、以下の３つを「施策の方向」

とします。 

 

重点目標 3 男女共同参画のための支援の拡充とワーク・ライフ・バランスの実現 

すべての町民が健全で魅力的な生活を営み、「男女がお互いを尊重し、性別に

かかわらず、社会のあらゆる分野で個性と能力を発揮できる社会」の達成には、

子育てや介護等に係るサービスを充実させるとともに、事業所による協力が求

められます。本町では、結婚や出産を機に退職する女性が多く、事業所によるポ

ジティブ・アクションの実施率も低いなど、女性活躍に向けた制度の導入や施

設・サービスによる子育て・介護支援が求められています。 

男女共同参画のための支援メニューの拡充とワーク・ライフ・バランスの実現

に向け、以下の２点を「施策の方向」とします。 

 

 

重点目標１ あらゆる分野における男女の共同参画機会の創出 

重点目標２ 男女共同参画を支える、安全・安心な暮らしの実現 

(1) 政策・方針、組織における意思決定過程への女性の参画 

(2) 女性の就業支援とあらゆる分野での女性活躍の推進 

(3) 固定的性別役割分担意識の解消 

(4) DV の防止（DV 防止基本計画） 

(5) 各種ハラスメントの防止と困難を抱えた女性等への支援 

(6) 生涯を通じた健康支援 

(7) 男女共同参画のための子育て・介護支援の拡充 

(8) 働き方改革と職業生活における活躍の推進（女性活躍推進計画） 
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3. 施策の体系 

本町では重点目標及び施策の基本方向に基づき、実効性のある計画とするために

主要施策を以下のとおり設定します。なお、主要施策は、男女共同参画社会の実現

に係る全ての庁内各課や関係者、住民が連携しながら実行していくものとします。 

１－ 

あらゆる分野

における男女

の共同参画機

会の創出 

２－ 

男女共同参画

を支える 

安全・安心な 

暮らしの実現 

３― 

男女共同参画

のための支援

の拡充とワー

ク・ライフ・

バランスの実

現 

(2) 女性の就業支援
とあらゆる分野
での女性活躍の
推進 

(1) 政策・方針、組
織における意思
決定過程への女
性の参画 

①女性の就業支援 

②女性の起業やキャリアアップに向けた支

援 

③女性の参画が進んでいない分野への女性

の参画の推進 

④防災分野における男女共同参画の推進 

(5) 各種ハラスメン
トの防止と困難
を抱えた女性等
への支援 

(6) 生涯を通じた健
康支援 

(８) 働き方改革と職
業生活における
活躍の推進 
(女性活躍推進計画) 

(7) 男女共同参画の
ための子育て・
介護支援の拡充 

①ハラスメント防止の啓発 

②LGBT への理解の促進 

③困難を抱えた女性等への支援 

④本町職員の理解促進 

重点目標 施策の基本方向 主要施策 

①管理職を目指す女性への支援と経営者の意

識改革 

②組織における政策・方針決定過程におけ

る女性の参画の推進 

①働く人の視点に立った働き方改革の推進 

②ポジティブ・アクションの推進 

③ワーク・ライフ・バランスを支える支援制

度の充実 

①男女の健康に対する支援 

②健康相談窓口の設置 

③「人生 100 歳時代」に向けた取組 

①子育て支援サービスと子育て関連施設の

充実 

②子育てに伴う費用負担の軽減促進 

③介護予防・生活支援サービスの充実 

④介護等の相談と情報提供 

(4) DV の防止 
（DV 防止基本計

画） 

①DV に対する知識の普及 

②DV に関する相談と関係機関との連携 

③DV 被害者に対する切れ目のない支援体制

の構築と支援の充実 

(3) 固定的性別役割
分担意識の解消 

①男女共同参画の推進に向けた意識の醸成 

②子ども・若者に向けた意識啓発 

③家事や育児等への男性の参画促進 



 

50 

 

資
料
編 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第３章 施策の展開 

資
料
編 

4. 主要施策の内容 

4.1 重点目標１：あらゆる分野における男女共同参画機会の創出 

施策の基本方向 (1) 政策・方針、組織における意思決定過程への女性の参画 

政策・方針の対象者や影響を受ける方の半分は女性であることから、その政

策・方針に女性たちの意見を適切に反映するためには、政策・方針・組織におけ

る意思決定過程への女性の参画が非常に重要となります。本町においては、町内

事業所、自治会・自主防災組織、本町職員の役職者に占める女性の割合は低い状

況にあるため、管理職を目指す女性への支援や、政策・方針・組織における意思

決定過程への女性の参画を推進します。 

●主要施策と施策の内容  

① 管理職を目指す女性への支援と経営者の意識改革 

意識改革に向けた管理職を目指す女性を対象に、マネジメント能力の向上を

支援するセミナー等を実施するとともに、広報、町公式サイトおよび町公式Ｓ

ＮＳにて、セミナー情報などを掲載し、参加を呼びかけるほか、経営者の意識

改革への取組を進めます。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

本町女性職員の活躍の推進 

（特定事業主行動計画に基づく） 

総務課 

町内外で開催されるセミナー等の情報発信 定住少子化担当室 

 

② 組織における政策・方針決定過程における女性の参画の推進 

自治会、自主防災組織、町内事業所、町議会、本町職員の役職者に占める女

性の割合が高くなるよう、女性参画の意義についての理解を促進します。 

また、政策・決定方針過程へ多様な視点を取り入れるため、審議会・委員会

の委員への女性の登用を促進します。会議開催にあたっては、女性の参画がし

やすいよう会議の時間設定などを配慮します。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

地域づくりにおける男女共同参画の推進 定住少子化担当室、総務課 

審議会等への女性の登用促進 定住少子化担当室、関係課 
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施策の基本方向 (2) 女性の就業支援とあらゆる分野での女性活躍の推進 

男女共同参画社会の実現のためには、あらゆる分野における女性の活躍を推進

していく必要があります。本町においては、女性の正規社員・職員の割合が低

く、自治会や自主防災組織における女性の参画状況も低い状況であることから、

女性の活躍の場を創出するための取組や、女性のキャリアアップに向けた支援を

進めます。 
 

●主要施策と施策の内容 

① 女性の就業支援 

就職や再就職など、就業を希望する女性に対し、多様化するニーズに合わせ

た就業支援等を実施するとともに、相談会やセミナーを通じて安定した就業が

実現するよう女性の就労の支援及び、情報提供を行います。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

女性のキャリア、就労支援 定住少子化担当室、 

観光経済課 

ハローワーク等関係機関との連携 観光経済課 

国・県及び関係団体等との連携 定住少子化担当室、 

観光経済課 

② 女性の起業やキャリアアップに向けた支援 

起業に向けたノウハウや知識を習得するセミナーの開催や、女性のキャリア

アップに向けた講演会の開催、女性同士のネットワーク形成の機会創出など、

女性の起業やキャリアアップに向けた支援及び参加への広報活動を行います。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

女性が輝き活躍する機会の創出 定住少子化担当室 

起業家やフリーランスの育成 定住少子化担当室、関係課 
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③ 女性の参画が進んでいない分野への女性の参画の推進 

理工系分野や農業、商工業分野など、女性の参画が進んでいない分野に、若

い世代が興味を持てるよう、広報および本町公式サイトでの広報、ポスターの

掲示を行うことで、性別にとらわれないキャリア教育の推進を行います。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

男女共同参画教育の推進 定住少子化担当室 

町内外で開催されるセミナー等の情報発信 定住少子化担当室 
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施策の基本方向 (3) 固定的性別役割分担意識の解消 

男女共同参画社会の実現には、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」というよ

うな、無意識のうちに性別によりあてはめられる根強い固定的性別役割分担意識

の解消に向けた意識改革が極めて重要です。 

本町においても、「社会全体」や「慣習・しきたり」等における男女の平等感に

ついては「男性が優遇されている」と感じる方が多い状況であることから、子ど

も・若者を含めた幅広い世代に対する、固定的な男女の役割分担の解消に向けて

取り組みます。 

●主要施策と施策の内容 

① 男女共同参画の推進に向けた意識の醸成 

広報および本町公式サイトでの広報、ポスターの掲示を行うことで幅広い世

代の男女が男女共同参画についての啓発を行い、性別に関わらず社会参画が出

来るよう情報の提供や講座の開催等を行います。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

本町職員等を対象とした研修の実施及び情

報提供 

総務課 

仕事と子育ての両立のための啓発・広報の

推進 

定住少子化担当室 
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② 子ども・若者に向けた意識啓発 

早い時期から男女共同参画への意識を育み、将来に向けた人生設計を行うこ

とができるよう、様々な機会を捉えて各種啓発資料の配布や講座等を実施し、

子どもや若者に向けた意識啓発を図ります。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

若年世帯への男女共同参画教育の実施 定住少子化担当室、教育課 

町内外で開催されるセミナー等の情報発信 定住少子化担当室 

 

③ 家事や育児等への男性の参画促進 

夫婦が協力して家事や育児等を実施することの大切さについて理解を深めら

れるよう、男性・父親向けの育児・料理等の講座やセミナーを実施し、男性の

家庭内での暮らし方や意識の変革を促進します。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

各種講座の開催や町内外で開催されるセミ

ナー等の情報提供 

定住少子化担当室 

ママパパクラス 子育て健康課 

男の料理教室 子育て健康課 
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4.2 重点目標２：男女共同参画を支える安全・安心な暮らしの実現 

 

施策の基本方向(4) DV の防止（DV 防止基本計画） 

配偶者及びパートナーからの様々な DV は重大な人権侵害であり、男女共同参

画社会を形成していく上で克服すべき重要な課題です。 

本町では、DV を受けたとしても「相談できなかった」「どこに相談していいか

わからなかった」という方がいることから、広報紙等を通して DV についての知

識・理解を深め、DV の認知度の強化や相談窓口の周知を行い、被害者・加害者に

なることを防止するとともに、関係団体と連携して被害者の保護や人材育成・資

質の向上を推進し、相談や被害者の保護から自立の支援にかけて、被害者の立場

に立った切れ目のない支援を行います。 

●主要施策と施策の内容 

① DV に対する知識の普及 

DV は身体的なものだけでない等、DV に対する知識を広報紙等で啓発及び広

報活動を行い、DV 被害の防止を図ります。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

暴力防止に関する意識啓発 子育て健康課 

 

② DV に関する相談と関係機関との連携 

関係機関と連携しながら DV 等に関する相談を受けるとともに、緊急一時保

護事業に関する協定に基づき、DV 被害者の緊急一時保護に向けた支援を行いま

す。また、これら取組について広報活動を行います。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

女性相談 子育て健康課 
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③ DV 被害者に対する切れ目のない支援体制の構築と支援の充実 

被害者の保護に係る人材育成・資質の向上を行うとともに、県・地域・警察

との連携により相談から支援まで密に連携した切れ目のない支援体制の構築を

行います。 

また、住民票の交付の制限を行うなど、DV 被害者の保護や経済的支援、就業

訓練など自立に向けた様々な支援を行います。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

DV 被害者の一時保護等の支援 子育て健康課 

住民基本台帳事務における支援措置 町民課 
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施策の基本方向 (5) 各種ハラスメントの防止と困難を抱えた女性等への支援 

セクシャル・ハラスメントやマタニティ・ハラスメント、LGBT（性的マイノリ

ティ）への偏見やいじめなどを無くしていくことは、男女が自立し安心な暮らし

を実現するために重要です。また、貧困や高齢、障がい等により困難を抱えた世

帯が安心して暮らせる環境の整備も必要となります。特に、非正規雇用労働者や

ひとり親世帯など、生活上の困難に陥りやすい女性に対しては、生活上の困難に

対応するとともに、それらを防止する取組が必要となります。 

本町でも、ハラスメント防止に向けた啓発の実施や LGBT への理解の促進を進

めるとともに、非正規雇用労働者やひとり親世帯など困難を抱えた女性等への支

援などを進めます。 

●主要施策と施策の内容 

① ハラスメント防止の啓発 

セクシャル・ハラスメント、マタニティ・ハラスメントなどの様々なハラス

メント防止に向けた町民向け、事業所向けの広報及び啓発活動を人権教育の一

環として実施します。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

人権課題の理解促進等 福祉課、教育課 

 

② LGBT への理解の促進 

LGBT の理解度の促進や、LGBT の方々及びその家族の支援など、男女が性別

に関わらず、自分らしく生きるための大切さについての広報及び啓発活動を人

権教育の一環として実施します。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

人権課題の理解促進等 福祉課、教育課 
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③ 困難を抱えた女性等への支援 

ひとり親世帯や非正規雇用労働者など、生活に困っている女性等に対し、そ

の状況に応じ、必要な保護を行うとともに、生活保護を受けている方々の自立

の努力を援助します。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

町営住宅管理事業 総務課 

生活保護 神奈川県（小田原保健福祉

事務所足柄上センター） 

子育て世帯への相談・支援 子育て健康課 

 

④ 本町職員の理解促進 

本町職員一人ひとりが、職務・職種を問わず、人権行政の担い手であるこ

とを認識し人権についての理解を深め、人権の視点に立った行政運営を行いま

す。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

本町職員等を対象とした研修の実施及び情

報提供 

総務課 
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施策の基本方向 (6) 生涯を通じた健康支援 

男女には、生涯を通じて異なる健康上の問題が生じます。また、女性にとって

は妊娠・出産時に抱える不安は非常に大きなものであり、周囲に相談ができる場

や支援が必要です。夫婦どちらかが健康でなくなることは、男女共同参画の実現

を困難なものとする可能性があることから、本町では、性差に応じた健康支援を

行うとともに、「人生 100 歳時代」に向け、相談体制を強化し、様々な健康問題

の軽減を進めます。 

併せて、健康上の問題で日常生活が制限されることの無いよう、町民の健康に

関する意識の向上や、病気の早期の発見、予防を図るため健康診断の受診などの

健康づくり事業を推進します。 

●主要施策と施策の内容 

① 男女の健康に対する支援 

男女の未病の改善や、働く世代の健康診断受診の促進、女性の子宮がん・乳

がん検診の受診促進など、生涯を通じた健康支援を行います。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

母子保健事業 子育て健康課 

健康増進事業 子育て健康課 
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② 健康相談窓口の設置 

現在行われている健康相談窓口の周知を行い、相談件数の増加へ働きかけ、

未病への取組を推進します。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

未病センターまつだ「いきいきステーショ

ンまつだ」 

子育て健康課 

相談窓口の充実 福祉課、子育て健康課 

 

③ 「人生 100 歳時代」に向けた取組 

一人ひとりが生涯にわたり輝き続けることができる社会の実現に向け、学び

直し・働き方・社会参加等の取組を推進します。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

地域介護予防活動支援事業・一般介護予防事

業 

福祉課 
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4.3 重点目標３：男女共同参画のための支援の拡充とワーク・ライフ・バランスの実現 

 

施策の基本方向 (7)  男女共同参画のための子育て・介護支援の拡充 

男女共同参画のための支援の拡充は、育児・介護と仕事との両立に向けた重要

な施策となります。本町では、合計特殊出生率が低く、育児・家事・介護などに

費やす時間は男女間で格差があり、結婚・出産・育児に伴い退職する女性が多い

状況であることから、子どもを産み、育てられる環境の整備や、子育てや介護に

係る様々なサービスの提供を図り、男女の協力による適切なワーク・ライフ・バ

ランスの実現を支援します。 

●主要施策と施策の内容 

① 子育て支援サービスと子育て関連施設の充実 

女性が安心して妊娠・出産・育児ができるよう、相談窓口を設置・周知するとと

もに、一時預かり事業やファミリー・サポート・センター事業、幼稚園の無料送迎

バスの運行など、利用者のニーズに合わせたサービスの継続・充実を図ります。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

ファミリー・サポート・センター事業 子育て健康課 

子育て支援センター事業 子育て健康課 

一時預かり事業（保育所、ファミリー・サ

ポート・センター） 

子育て健康課 

延長保育事業（保育所） 子育て健康課 

放課後児童健全育成事業（学童保育事業） 子育て健康課 

広域圏による病児保育事業 子育て健康課 

仕事と家庭の両立を支援する雇用環境の整

備（特定事業主行動計画に基づく） 

総務課 

職員の看護休暇に関する制度周知・活用推

進 

総務課 

乳児家庭全戸訪問事業 子育て健康課 

養育支援家庭訪問事業 子育て健康課 

ママと子のためのセミナー 子育て健康課 

子育て世代包括支援センター「子育て相談

室のびのび」 

子育て健康課 

出産サポートタクシー利用助成事業 子育て健康課 
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② 子育てに伴う費用負担の軽減促進 

高等学校３年生終了前までの子どもを対象とした医療費の助成や、就園料の

補助など、子育てに伴う経済的負担の軽減促進を継続します。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

小児医療費助成事業 子育て健康課 

ひとり親家庭等医療費助成事業 子育て健康課 

就園料補助事業 子育て健康課 

チャイルドシート購入補助事業 子育て健康課 

子育て世帯支援事業（水道料金補助） 子育て健康課 

給食費保護者負担軽減措置補助金 教育課 

第２子保育料無償化 子育て健康課 

 

③ 介護予防・生活支援サービスの充実 

高齢者のニーズに対応した生活を支えるサービスの充実に努めます。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

介護予防・生活支援サービス事業 福祉課 

 

④ 介護等の相談と情報提供 

地域包括支援センターの機能強化を行い、高齢者や障がいのある方、またそ

の家族が適切なサービスの選択や情報の入手ができるよう支援します。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

総合相談・支援事業 福祉課 

相談支援事業 福祉課 

職員の介護休暇に関する制度周知・活用推

進 

総務課 
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施策の基本方向 (8)  
働き方改革と職業生活における女性活躍の推進 

（女性活躍推進計画） 

職業生活において女性の個性と能力が十分に発揮されるようにするためには、

町による女性への支援はもちろんのこと、事業者による協力が必要不可欠です。

本町においては、町内事業所における「ポジティブ・アクション」の認知度や取

組が少ないことから、短時間勤務や、休暇の取りやすい環境づくりなど、ワー

ク・ライフ・バランスの実現に繋がる取組を推進し、ライフ・イベントに左右さ

れずに継続して環境づくりを促進します。 

●主要施策と施策の内容 

① 働く人の視点に立った働き方改革の推進 

長期間労働の削減など、各事業所にて働き方改革を推進し、それぞれの生活

や事情に合わせた多様で柔軟な働き方の選択できるよう、必要な環境整備に向

けた働きかけを行います。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

町内事業者への一般事業主行動計画策定の

推進 

観光経済課 

働き方改革と多様な勤務体制の整備 

（特定事業主行動計画に基づく） 

総務課 

 

② ポジティブ・アクションの推進 

女性の採用や職域の拡大、昇給等の機会の増加、女性活躍に向けた職場環境

や風土改善など、各事業にてポジティブ・アクションを推進し、女性の個性と

能力が十分に発揮できるよう、セミナー開催や広報活動等の事業所への働きか

けを行います。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

女性の社会参画を進める環境の整備 福祉課、定住少子化担当室 
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③ ワーク・ライフ・バランスを支える支援制度の充実 

仕事と介護、子育て等が両立できる環境整備のため、それぞれの生活や事情

に合わせた時短勤務や育児・介護休業制度などの制度活用の推進、ライフ・イ

ベントにより退職・休業した女性の復帰や、男性の育児休業取得の促進に向け

て働きかけを行います。 

【施策の内容】 

施策の内容（事業名） 担当部署 

働き方改革と多様な勤務体制の整備 

（特定事業主行動計画に基づく） 

総務課 

人材育成方針に基づく職員研修の実施 総務課 

町内事業者への一般事業主行動計画策定の

推進、町内事業者への各種制度導入の推進 

観光経済課 

男女共同参画の意識づくり 定住少子化担当室、全課 
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1. 本プランを推進するための体制 

(１)  本プランの推進体制 

男女共同参画社会実現のためには、あらゆる施策を、関係各課や町民、事業所など

が当事者意識を持って推進していくことが大切です。そのためには、各主体がそれぞ

れの持つ役割を認識する必要があります。 

本町では、町の役割、町民の役割、事業者の役割を以下のとおり設定するとともに、

学識経験者、自治会・地域、事業者などを構成員とした「松田町男女共同参画社会推

進協議会」を設置し、より効果的で継続的なプランの推進により、男女共同参画社会

の実現を目指します。 

 

表 13 各主体の役割 

主体 役割 

町の役割 町は、本プラン及び関連計画に基づいて、男女共同参画社会実現

に向けた体制を充実させるとともに、必要に応じて見直しや新た

な制度の導入について検討します。 

また、町民や事業者の活動を促す環境づくりに努め、町民の自主

的な活動への支援等についても積極的に行い、計画の進行役とし

ての役割を担います。 

町民の役割 町民は、男女共同参画社会づくりを理解し、協力することが期待

されています。 

事業者の役割 事業者は、子育て・介護を行いながら働く職員に向けた制度の充

実や復帰のしやすい環境を整える等の取組を行います。 

自治会・地域

の役割 

自治会・地域は、地域コミュニティにおける男女共同参画社会の

実現に向けた取組の推進や、本町による様々な取組への協力が期

待されます。 

「松田町男女

共同参画社会

推進協議会」

の役割 

協議会は、事業の効果や数値の推移を確認し、事業を評価すると

ともに、今後の事業展開や施策の方向性の見直しや本プランの改

訂について、提言します。 

 

  

第４章 本プランの推進 
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(２)  PDCA サイクルによる進行管理 

施策の展開にあたっては、効果が得られているかどうか検証・評価し、必要に応じ

て施策の見直しを図ることが大切です。本町では、「松田町男女共同参画社会推進協

議会」を開催し、計画の策定（Plan）から、施策の展開（Do）、評価（Check）、改善・

継続（Action）を繰り返す PDCA サイクルにより、着実に実効性のある施策展開を図

ります。 
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第４章 本プランの推進 

2. 本プランの見直し 

(１)  見直しの時期 

進捗管理を確実に行うために、本町では、本プランの中間点として３か年目（令和

７年（2025 年））に中間評価を行い、進捗が大きく遅れている事項に関しては、その

要因分析を行ったうえで重点的に実施する施策の見直しを行います。 

また、計画の改訂時期（令和９年度（2027 年））に、「松田町男女共同参画社会推

進協議会」を開催し、本プラン全体に対する見直しを図ります。 

改訂したプランについては、ホームページ等を通じて、町民へ公表します。 

 

(２)  見直しの体制 

計画の策定（Plan）から、施策の展開（Do）、評価（Check）、改善・継続（Action）

を繰り返す PDCA サイクルのうち、評価（Check）過程では、町（定住少子化担当室

及び関係部署）による評価を行います。 

また、評価の際には、施策の実行が計画に基づき行われているか、計画と異なる場

合にはどのような原因があるか等に留意します。 
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1. 男女共同参画関連年表 

 
年次 世界 国 神奈川県 

1975 年 

（昭和 50
年） 

・国際婦人年世界会議（メ

キシコシティ）「世界行動
計画」採択 

・「婦人問題企画推進本部」設置 
・総理府婦人問題担当室業務開始 
・特定職種育児休業法の成立（女子教育

職員、看護婦、保母等)（昭和 51 年施
行） 
・国際婦人年記念日婦人問題会議の開

催 

 

1980 年 
（昭和 55

年） 

・国連婦人の十年中観念世界
会議（コペンハーゲン）「女

子に対するあらゆる形態の差
別の撤廃に関する条約」採択 

 ・県知事室に婦人関係行政

の窓口設置 

1981 年 
（昭和 56

年） 

 ・「民法」一部改正（配偶者の相続分

改正） 
 

1982 年 
（昭和 57

年） 

  

・かながわ女性会議結成・
県県民部に婦人企画室設置 
・県立かながわ女性センタ

ー（旧県立婦人総合センタ
ー）開館 

1984 年 
（昭和 59

年） 

 ・「国籍法」、「戸籍法」一部改正

（父母両系主義の採用） 
 

1985 年 
（昭和 60

年） 

国連婦人の 10 年ナイロビ
世界会議（ナイロビ将来戦
略）にて 2000 年までに各

国が取り組む「行動要領」
を採択 

・「男女雇用機会均等法」交付 
・「女子に対するあらゆる形態の差別の

撤廃に関する条約」批准 

 

1986 年 
（昭和 61

年） 

   

1987 年 
（昭和 62

年） 

 
・「西暦 2000 年に向けての新国内行動
計画」策定（昭和 62 年度から平成７年
度） 

・「新かながわ女性プラン
策定」（昭和 62 年度から
平成８年度） 

1989 年 
（平成元年） 

 ・新学習指導要領の告示（高校家庭科
男女必修等） 

 

1991 年 
（平成 3 年） 

 

・「育児休業法」成立（平成 4 年施行
女性差別禁止、セクハラ防止） 
・「新国内行動計画」（第１次改定）策

定 
「ナイロビ将来戦略」を受け総合目標を
それまでの「男女共同参加」から「男女

共同参画」へ改変 

・「新かながわ女性プラン
改定実施計画」策定 

1993 年 

（平成 5 年） 

・国連世界人権会議（ウィ

ーン）ウィーン宣言採択 
  

1994 年 
（平成 6 年） 

・国際人口・開発会議（カイ
ロ） 

・内閣に男女共同参画推進本部設置  

1995 年 
（平成 7 年） 

・国連婦人の地位委員会
「北京＋10」世界閣僚級会

合（ニューヨーク） 

・「育児・介護休業法」改正  

1996 年 
（平成 8 年） 

 ・「男女共同参画 2000 年プラン」策
定 

 

1997 年 
（平成 9 年） 

 
・「男女雇用機会均等法」一部改正
（女性差別禁止、セクハラ防止） 

・「労働基準法」一部改正（女子保護

・「かながわ女性プラン
21」策定 

資料編  
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年次 世界 国 神奈川県 

規定撤廃） 
・「育児・介護休業法」一部改正（深
夜業制限） 

1999 年 
（平成 11

年） 

 ・「男女共同参画社会基本法」成立  

2000 年 
（平成 12

年） 

国連特別総会（ニューヨー
ク）「女性２０００年会

議」「政治宣言」及び「北
京宣言及び行動綱領実施の
ための更なる行動とイニシ

アティブ」を採択 

・「男女共同参画基本計画」策定  

2001 年 
（平成 13

年） 

 

・内閣府に男女共同参画局設置 
・男女共同参画会議設置「配偶者から

の暴力防止及び被害者の保護に関する
法律（DV 防止法）」成立 

 

2002 年 

（平成 14
年） 

  

・「神奈川県男女共同参画
推進条例」公布・施行・配
偶者暴力相談支援センター

設置 

2003 年 
（平成 15

年） 

 
・「女性のチャレンジ支援策の推進に
ついて」男女共同参画推進本部決定 

・「次世代育成支援対策推進法」成立 

・「かながわ男女共同参画
推進プラン」策定 

2004 年 

（平成 16
年） 

 
・DV 防止法改正（暴力の定 

義拡大、被害者の子への接近禁止命令
等の追加） 

 

2005 年 

（平成 17
年） 

・国連婦人の地位委員会

「北京＋10」世界閣僚級会
合（ニューヨーク） 

「男女共同参画基本計画（第2 次）」策
定 

・「かながわ男女共同参画

推進プラン（第 2 次）」
策定 

2006 年 

（平成 18
年） 

 ・「男女雇用機会均等法」改正（性差
別禁止の拡大等） 

・「かながわ人権施策推進 
指針」策定 
・「かながわ DV 被害者支

援プラン」策定 

2007 年 
（平成 19

年） 

 

・「ＤＶ防止法」一部改正 
・「仕事と生活の調和(ワーク・ライ

フ・バランス)憲章」、「仕事と生活
の調和推進のための行動指針」策定 

 

2008 年 
（平成 20

年） 

 
・「次世代育成支援対策推進法」一部
改正 
・「女性の参画加速プログラム」策定 

 

2009 年 

（平成 21
年） 

・EＳCAP「北京行動綱領」
の実施に関するハイレベル政
府間レビュー会合(「バンコ

ク宣言」採択) 

・「育児・介護休業法」一部改正  

2010 年 
（平成 22

年） 

・国連「北京＋15」記念会
合(ニューヨーク)(「宣言」
採択) 

・「仕事と生活の調和(ワーク・ライ

フ・バランス)憲章」、「仕事と生活
の調和推進のための行動指針」改定・
「男女共同参画基本計画（第３次）」

策定 

 

2011 年 
（平成 23

年） 

・UNWomen（ジェンダー
平等と女性エンパワーメン

トのための国連機関）正式
発足 

  

2012 年 
（平成 24

年） 

・第 56 回国連婦人の地位
委員会「自然災害における
ジェンダー平等と女性のエ

ンパワーメント」決議案採
択 

・「「女性の活躍促進による経済活性
化」行動計画～働く「なでしこ」大作

戦～」策定 

 

2013 年 
（平成 25

年） 

 

・「ＤＶ防止法」一部改正 

・「ストーカー行為規制法」一部改正 
・「男女雇用機会均等法施行規則」一
部改正 

・「かながわ男女共同参画
推進プラン（第３次）」策

定 
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年次 世界 国 神奈川県 

・「かながわ人権施策推進
指針（改定版）」改定 

2014 年 
（平成 26

年） 

・第 58 回国連婦人の地位

委員会「自然災害における
ジェンダー平等と女性のエ
ンパワーメント」決議案採

択 

・「女性の活躍推進に向けた公共調達

及び補助金の活用に関する取組指針」
決定 
・「次世代育成支援対策推進法」改正

（10 年延長） 

・「かながわＤＶ防止・被

害者支援プラン」策定 

2015 年 
（平成 27

年） 

・国連「北京＋20」 

・子ども・子育て支援新制度施行 

・「女性活躍推進法」制定 
・「男女共同参画基本計画（第４
次）」策定 

 

2016 年 
（平成 28

年） 
 

・「男女雇用機会均等法」一部改正 

・「育児・介護休業法」一部改正 
 

2017 年 
（平成 29

年） 

 
・「刑法」一部改正（強姦罪の構成要
件及び法定刑の見直し等） 

 

2018 年 
（平成 30

年） 

 
・「政治分野における男女共同参画の
推進に関する法律」公布、施行 

・「かながわ男女共同参画
推進プラン（第 4 次）」

策定 

2019 年 

（令和元年） 
 

・「女性活躍推進法」一部改正 

・「DV 防止法」一部改正 

・「かながわＤＶ防止・被

害者支援プラン」改定 

2020 年 
（令和２年） 

・国連「北京＋25」記念会
合 

・「男女共同参画基本計画（第 5
次）」策定 

 

2021 年 
（令和３年） 

   

2022 年 
（令和４年） 

 
・「困難な問題を抱える女性への支援
に関する法律」成立 
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2. 関係法令 

（１）男女共同参画社会基本法 
平成 11 年６月 23 日法律第 78 号 

最終改正 平成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号 

 

目次 

前文 

第 1 章 総則（第 1 条―第 12 条） 

第 2 章 男女共同参画社会の形成の促進に関する 

基本的施策（第 13 条―第 20 条） 

第３章 男女共同参画会議（第 21 条―第 28） 

附則 

 

前文 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下

の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組

が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進め

られてきたが、なお一層の努力が必要とされている。 

 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我

が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、

男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合

い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮

することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課

題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現

を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置

付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重

要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念

を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地

方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する

取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制

定する。 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社

会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を

実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会

の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共

団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事

項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総

合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な

構成員として、自らの意思によって社会のあらゆ

る分野における活動に参画する機会が確保され、

もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び

文化的利益を享受することができ、かつ、共に責

任を担うべき社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女

間の格差を改善するため必要な範囲内において、

男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に

提供することをいう。 

 

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人として

の尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的

取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮

する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重

されることを旨として、行われなければならない。 

 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会に

おける制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担

等を反映して、男女の社会における活動の選択に対し

て中立でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画

社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることに

かんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会に

おける活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中

立なものとするように配慮されなければならない。 

 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対

等な構成員として、国若しくは地方公共団体における

政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共

同して参画する機会が確保されることを旨として、行

われなければならない。 

 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男

女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家

族の介護その他の家庭生活における活動について家族

の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動

以外の活動を行うことができるようにすることを旨と

して、行われなければならない。 

 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会にお

ける取組と密接な関係を有していることにかんがみ、

男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われ

なければならない。 
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（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参

画社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」

という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同

じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有す

る。 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共

同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施

策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じ

た施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会

のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、男女

共同参画社会の形成に寄与するように努めなければな

らない。 

 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置

その他の措置を講じなければならない。 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の

形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策についての報告を提出しなければ

ならない。 

2 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会

の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文

書を作成し、これを国会に提出しなければならな

い。 

 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的

施策 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共

同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下

「男女共同参画基本計画」という。）を定めなければな

らない。 

2 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について

定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ために必要な事項 

3 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴い

て、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決

定を求めなければならない。 

4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があ

ったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公

表しなければならない。 

5 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更につ

いて準用する。 

 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案し

て、当該都道府県の区域における男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以

下「都道府県男女共同参画計画」という。）を定めな

ければならない。 

2 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項につ

いて定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべ

き男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合

的かつ計画的に推進するために必要な事項 

3 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女

共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域におけ

る男女共同参画社会の形成の促進に関する施策につ

いての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画計

画」という。）を定めるように努めなければならな

い。 

4 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画

又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更した

ときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。 

 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の

形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び

実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配

慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じ

て、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措

置を講じなければならない。 

 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に影

響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のた

めに必要な措置及び性別による差別的取扱いその他の男

女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵

害された場合における被害者の救済を図るために必要な

措置を講じなければならない。 

 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同

参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の
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男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必

要な調査研究を推進するように努めるものとする。 

 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調

の下に促進するため、外国政府又は国際機関との情報の

交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相

互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるよ

うに努めるものとする。 

 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女共

同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するた

め、情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努め

るものとする。 

第三章 男女共同参画会議 

 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会

議」という。）を置く。 

 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規

定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各

大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に関

する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審

議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要が

あると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対

し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女共

同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると

認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意

見を述べること。 

 

（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもっ

て組織する。 

 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

2 議長は、会務を総理する。 

 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理

大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する

者のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

2 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総

数の十分の五未満であってはならない。 

3 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の

議員の数は、同号に規定する議員の総数の十分の四未満

であってはならない。 

4 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年と

する。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

2 前条第一項第二号の議員は、再任されることができ

る。 

 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必

要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、監

視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開

陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

2 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要が

あると認めるときは、前項に規定する者以外の者に対し

ても、必要な協力を依頼することができる。 

 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及

び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、政

令で定める。 

附 則 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七

号）は、廃止する。 

 

（経過措置） 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会

設置法（以下「旧審議会設置法」という。）第一条の規

定により置かれた男女共同参画審議会は、第二十一条第

一項の規定により置かれた審議会となり、同一性をもっ

て存続するものとする。 

2 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一

項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員で

ある者は、この法律の施行の日に、第二十三条第一項の

規定により、審議会の委員として任命されたものとみな

す。この場合において、その任命されたものとみなされ

る者の任期は、同条第二項の規定にかかわらず、同日に

おける旧審議会設置法第四条第二項の規定により任命さ

れた男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間

と同一の期間とする。 

3 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一

項の規定により定められた男女共同参画審議会の会長で
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ある者又は同条第三項の規定により指名された委員であ

る者は、それぞれ、この法律の施行の日に、第二十四条

第一項の規定により審議会の会長として定められ、又は

同条第三項の規定により審議会の会長の職務を代理する

委員として指名されたものとみなす。 

附 則 （平成十一年七月十六日法律第百二号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平

成十一年法律第八十八号）の施行の日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら施行する。 

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第

二十三条、第二十八条並びに第三十条の規定 公布の日 

 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に掲

げる従前の審議会その他の機関の会長、委員その他の職

員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、

当該会長、委員その他の職員の任期を定めたそれぞれの

法律の規定にかかわらず、その日に満了する。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法

律で定める。 

附 則 （平成十一年十二月二十二日法律第百六十号） 

抄 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平

成十三年一月六日から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（以下略） 

 

 

 

（２）女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（抄） 
1979 年 12 月 18 日   国連総会採択 

1985 年 6 月 25 日   日本批准 

 

  この条約の締約国は、 

  国際連合憲章が基本的人権、人間の尊厳及び価値並び

に男女の権利の平等に関する信念を改めて確認している

ことに留意し、 

  世界人権宣言が、差別は容認することができないもの

であるとの原則を確認していること、並びにすべての人

間は生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳及び権

利について平等であること並びにすべての人は性による

差別その他のいかなる差別もなしに同宣言に掲げるすべ

ての権利及び自由を享有することができることを宣明し

ていることに留意し、 

  人権に関する国際規約の締約国がすべての経済的、社

会的、文化的、市民的及び政治的権利の享有について男

女に平等の権利を確保する義務を負つていることに留意

し、  国際連合及び専門機関の主催の下に各国が締結し

た男女の権利の平等を促進するための国際条約を考慮

し、 

  更に、国際連合及び専門機関が採択した男女の権利の

平等を促進するための決議、宣言及び勧告に留意し、 

  しかしながら、これらの種々の文書にもかかわらず女

子に対する差別が依然として広範に存在していることを

憂慮し、 

  女子に対する差別は、権利の平等の原則及び人間の尊

厳の尊重の原則に反するものであり、女子が男子と平等

の条件で自国の政治的、社会的、経済的及び文化的活動

に参加する上で障害となるものであり、社会及び家族の

繁栄の増進を阻害するものであり、また、女子の潜在能

力を自国及び人類に役立てるために完全に開発すること

を一層困難にするものであることを想起し、 

  窮乏の状況においては、女子が食糧、健康、教育、雇

用のための訓練及び機会並びに他の必要とするものを享

受する機会が最も少ないことを憂慮し、 

  衡平及び正義に基づく新たな国際経済秩序の確立が男

女の平等の促進に大きく貢献することを確信し、 

  アパルトヘイト、あらゆる形態の人種主義、人種差

別、植民地主義、新植民地主義、侵略、外国による占領

及び支配並びに内政干渉の根絶が男女の権利の完全な享

有に不可欠であることを強調し、 

  国際の平和及び安全を強化し、国際緊張を緩和し、す

べての国（社会体制及び経済体制のいかんを問わな

い。）の間で相互に協力し、全面的かつ完全な軍備縮小

を達成し、特に厳重かつ効果的な国際管理の下での核軍

備の縮小を達成し、諸国間の関係における正義、平等及

び互恵の原則を確認し、外国の支配の下、植民地支配の

下又は外国の占領の下にある人民の自決の権利及び人民

の独立の権利を実現し並びに国の主権及び領土保全を尊

重することが、社会の進歩及び発展を促進し、ひいて

は、男女の完全な平等の達成に貢献することを確認し、 

  国の完全な発展、世界の福祉及び理想とする平和は、

あらゆる分野において女子が男子と平等の条件で最大限

に参加することを必要としていることを確信し、 

  家族の福祉及び社会の発展に対する従来完全には認め

られていなかつた女子の大きな貢献、母性の社会的重要

性並びに家庭及び子の養育における両親の役割に留意

し、また、出産における女子の役割が差別の根拠となる
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べきではなく、子の養育には男女及び社会全体が共に責

任を負うことが必要であることを認識し、 

  社会及び家庭における男子の伝統的役割を女子の役割

とともに変更することが男女の完全な平等の達成に必要

であることを認識し、 

  女子に対する差別の撤廃に関する宣言に掲げられてい

る諸原則を実施すること及びこのために女子に対するあ

らゆる形態の差別を撤廃するための必要な措置をとるこ

とを決意して、 

  次のとおり協定した。 

 

 

 

第 1 部 

第 1 条  この条約の適用上、「女子に対する差別」と

は、性に基づく区別、排除又は制限であつて、政治的、

経済的、社会的、文化的、市民的その他のいかなる分野

においても、女子（婚姻をしているかいないかを問わな

い。）が男女の平等を基礎として人権及び基本的自由を

認識し、享有し又は行使することを害し又は無効にする

効果又は目的を有するものをいう。 

 

第 2 条  締約国は、女子に対するあらゆる形態の差別を

非難し、女子に対する差別を撤廃する政策をすべての適

当な手段により、かつ、遅滞なく追求することに合意

し、及びこのため次のことを約束する。 

(a)男女の平等の原則が自国の憲法その他の適当な法令

に組み入れられていない場合にはこれを定め、かつ、男

女の平等の原則の実際的な実現を法律その他の適当な手

段により確保すること。 

(b)女子に対するすべての差別を禁止する適当な立法そ

の他の措置（適当な場合には制裁を含む。）をとるこ

と。 

(c)女子の権利の法的な保護を男子との平等を基礎とし

て確立し、かつ、権限のある自国の裁判所その他の公の

機関を通じて差別となるいかなる行為からも女子を効果

的に保護することを確保すること。 

(d)女子に対する差別となるいかなる行為又は慣行も差

し控え、かつ、公の当局及び機関がこの義務に従つて行

動することを確保すること。 

(e)個人、団体又は企業による女子に対する差別を撤廃

するためのすべての適当な措置をとること。 

(f)女子に対する差別となる既存の法律、規則、慣習及

び慣行を修正し又は廃止するためのすべての適当な措置

（立法を含む。）をとること。 

(g)女子に対する差別となる自国のすべての刑罰規定を

廃止すること。 

 

第 3 条  締約国は、あらゆる分野、特に、政治的、社会

的、経済的及び文化的分野において、女子に対して男子

との平等を基礎として人権及び基本的自由を行使し及び

享有することを保障することを目的として、女子の完全

な能力開発及び向上を確保するためのすべての適当な措

置（立法を含む。）をとる。 

 

第 5 条  締約国は、次の目的のためのすべての適当な措

置をとる。 

(a)両性のいずれかの劣等性若しくは優越性の観念又は

男女の定型化された役割に基づく偏見及び慣習その他あ

らゆる慣行の撤廃を実現するため、男女の社会的及び文

化的な行動様式を修正すること。 

(b)家庭についての教育に、社会的機能としての母性に

ついての適正な理解並びに子の養育及び発育における男

女の共同責任についての認識を含めることを確保するこ

と。あらゆる場合において、子の利益は最初に考慮する

ものとする。 

 

第 6 条  締約国は、あらゆる形態の女子の売買及び女子

の売春からの搾取を禁止するためのすべての適当な措置

（立法を含む。）をとる。 

 

第 2 部 

第 7 条  締約国は、自国の政治的及び公的活動における

女子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措置

をとるものとし、特に、女子に対して男子と平等の条件

で次の権利を確保する。 

(a)あらゆる選挙及び国民投票において投票する権利並

びにすべての公選による機関に選挙される資格を有する

権利 

(b)政府の政策の策定及び実施に参加する権利並びに政

府のすべての段階において公職に就き及びすべての公務

を遂行する権利 

(c)自国の公的又は政治的活動に関係のある非政府機関

及び非政府団体に参加する権利 

 

第 8 条  締約国は、国際的に自国政府を代表し及び国際

機関の活動に参加する機会を、女子に対して男子と平等

の条件でかついかなる差別もなく確保するためのすべて

の適当な措置をとる。 

 

第 3 部 

第 10 条  締約国は、教育の分野において、女子に対し

て男子と平等の権利を確保することを目的として、特

に、男女の平等を基礎として次のことを確保することを

目的として、女子に対する差別を撤廃するためのすべて

の適当な措置をとる。 

(a)農村及び都市のあらゆる種類の教育施設における職

業指導、修学の機会及び資格証書の取得のための同一の

条件。このような平等は、就学前教育、普通教育、技術

教育、専門教育及び高等技術教育並びにあらゆる種類の

職業訓練において確保されなければならない。 

(b)同一の教育課程、同一の試験、同一の水準の資格を

有する教育職員並びに同一の質の学校施設及び設備を享

受する機会 



 

 

 

76 

 

 

 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

資料編 

資
料
編 

(c)すべての段階及びあらゆる形態の教育における男女

の役割についての定型化された概念の撤廃を、この目的

の達成を助長する男女共学その他の種類の教育を奨励す

ることにより、また、特に、教材用図書及び指導計画を

改訂すること並びに指導方法を調整することにより行う

こと。 

(d)奨学金その他の修学援助を享受する同一の機会 

(e)継続教育計画（成人向けの及び実用的な識字計画を

含む。）、特に、男女間に存在する教育上の格差をできる

限り早期に減少させることを目的とした継続教育計画を

利用する同一の機会 

(f) 女子の中途退学率を減少させること及び早期に退学

した女子のための計画を策定すること。 

(g)スポーツ及び体育に積極的に参加する同一の機会 

(h)家族の健康及び福祉の確保に役立つ特定の教育的情

報（家族計画に関する情報及び助言を含む。）を享受す

る機会 

 

第 11 条 

２締約国は、婚姻又は母性を理由とする女子に対する差

別を防止し、かつ、女子に対して実効的な労働の権利を

確保するため、次のことを目的とする適当な措置をと

る。 

(c)親が家庭責任と職業上の責務及び社会的活動への参

加とを両立させることを可能とするために必要な補助的

な社会的サービスの提供を、特に保育施設網の設置及び

充実を促進することにより奨励すること。 

 

第 13 条  締約国は、男女の平等を基礎として同一の権

利、特に次の権利を確保することを目的として、他の経

済的及び社会的活動の分野における女子に対する差別を

撤廃するためのすべての適当な措置をとる。 

(a)家族給付についての権利 

(b)銀行貸付け、抵当その他の形態の金融上の信用につ

いての権利 

(c)レクリエーション、スポーツ及びあらゆる側面にお

ける文化的活動に参加する権利 

 

第 4 部 

第 15 条  １  締約国は、女子に対し、法律の前の男子

との平等を認める。 

２締約国は、女子に対し、民事に関して男子と同一の法

的能力を与えるものとし、また、この能力を行使する同

一の機会を与える。特に、締約国は、契約を締結し及び

財産を管理することにつき女子に対して男子と平等の権

利を与えるものとし、裁判所における手続のすべての段

階において女子を男子と平等に取り扱う。 

３締約国は、女子の法的能力を制限するような法的効果

を有するすべての契約及び他のすべての私的文書（種類

のいかんを問わない。）を無効とすることに同意する。 

４締約国は、個人の移動並びに居所及び住所の選択の自

由に関する法律において男女に同一の権利を与える。 

 

第 16 条  １  締約国は、婚姻及び家族関係に係るすべ

ての事項について女子に対する差別を撤廃するためのす

べての適当な措置をとるものとし、特に、男女の平等を

基礎として次のことを確保する。 

(d)子に関する事項についての親（婚姻をしているかい

ないかを問わない。）としての同一の権利及び責任。あ

らゆる場合において、子の利益は至上である。 

(e)子の数及び出産の間隔を自由にかつ責任をもって決

定する同一の権利並びにこれらの権利の行使を可能にす

る情報、教育及び手段を享受する同一の権利 

(f)子の後見及び養子縁組又は国内法令にこれらに類す

る制度が存在する場合にはその制度に係る同一の権利及

び責任。あらゆる場合において、子の利益は至上であ

る。 

 

（３）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 
平成 13 年 4 月 13 日法律第 31 号 

最終改正 令和元年６月 26 日法律第 46 号 
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我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下

の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向け

た取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも

含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救

済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者

からの暴力の被害者は、多くの場合女性であり、経済的

自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えるこ

とは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっ

ている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実

現を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者

を保護するための施策を講ずることが必要である。この

ことは、女性に対する暴力を根絶しようと努めている国

際社会における取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、

自立支援等の体制を整備することにより、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制

定する。 

 

第一章 総則 

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、

配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻

撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以

下同じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす

言動（以下この項及び第二十八条の二において「身体に

対する暴力等」と総称する。）をいい、配偶者からの身

体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又

はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者

であった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含

むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴

力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をして

いないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、

「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関

係と同様の事情にあった者が、事実上離婚したと同様の

事情に入ることを含むものとする。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防

止するとともに、被害者の自立を支援することを含め、

その適切な保護を図る責務を有する。 

 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣

及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項において

「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針（以

下この条並びに次条第一項及び第三項において「基本方

針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条

第一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本

計画の指針となるべきものを定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための

施策の内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しよ

うとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議

しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更した

ときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道

府県における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条

において「都道府県基本計画」という。）を定めなけれ

ばならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための

施策の実施内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針

に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町

村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条に

おいて「市町村基本計画」という。）を定めるよう努め

なければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町

村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県

基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言

その他の援助を行うよう努めなければならない。 

 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談

所その他の適切な施設において、当該各施設が配偶者暴

力相談支援センターとしての機能を果たすようにするも

のとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設におい

て、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての

機能を果たすようにするよう努めるものとする。 
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３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行う

ものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずる

こと又は婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹介する

こと。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は

心理学的な指導その他の必要な指導を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあって

は、被害者及びその同伴する家族。次号、第六号、第五

条、第八条の三及び第九条において同じ。）の緊急時に

おける安全の確保及び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就

業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利用等に

ついて、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その

他の援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、情

報の提供、助言、関係機関への連絡その他の援助を行う

こと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情

報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を

行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行

い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託し

て行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに

当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連

携に努めるものとする。 

 

（婦人相談員による相談等） 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指

導を行うことができる。 

 

（婦人保護施設における保護） 

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保

護を行うことができる。 

 

第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった

者からの身体に対する暴力に限る。以下この章において

同じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶

者暴力相談支援センター又は警察官に通報するよう努め

なければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当た

り、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかっ

たと認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴

力相談支援センター又は警察官に通報することができ

る。この場合において、その者の意思を尊重するよう努

めるものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の

規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項の

規定により通報することを妨げるものと解釈してはなら

ない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当た

り、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかっ

たと認められる者を発見したときは、その者に対し、配

偶者暴力相談支援センター等の利用について、その有す

る情報を提供するよう努めなければならない。 

 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説

明等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関す

る通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被害者

に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援

センターが行う業務の内容について説明及び助言を行う

とともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとす

る。 

 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行

われていると認めるときは、警察法（昭和二十九年法律

第百六十二号）、警察官職務執行法（昭和二十三年法律

第百三十六号）その他の法令の定めるところにより、暴

力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力によ

る被害の発生を防止するために必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 

 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警

察本部の所在地を包括する方面を除く方面については、

方面本部長。第十五条第三項において同じ。）又は警察

署長は、配偶者からの暴力を受けている者から、配偶者

からの暴力による被害を自ら防止するための援助を受け

たい旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、

当該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家公安

委員会規則で定めるところにより、当該被害を自ら防止

するための措置の教示その他配偶者からの暴力による被

害の発生を防止するために必要な援助を行うものとす

る。 

 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五

号）に定める福祉に関する事務所（次条において「福祉

事務所」という。）は、生活保護法（昭和二十五年法律

第百四十四号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六

十四号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九

年法律第百二十九号）その他の法令の定めるところによ

り、被害者の自立を支援するために必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、

福祉事務所、児童相談所その他の都道府県又は市町村の

関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当
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たっては、その適切な保護が行われるよう、相互に連携

を図りながら協力するよう努めるものとする。 

 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職

員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受けた

ときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるもの

とする。 

 

第四章 保護命令 

（保護命令） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生

命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を加

える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において

同じ。）を受けた者に限る。以下この章において同じ。）

が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者である場

合にあっては配偶者からの更なる身体に対する暴力（配

偶者からの身体に対する暴力を受けた後に、被害者が離

婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、

当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する

暴力。第十二条第一項第二号において同じ。）により、

配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合

にあっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶者

からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚

をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当

該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴

力。同号において同じ。）により、その生命又は身体に

重大な危害を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、

被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加え

られることを防止するため、当該配偶者（配偶者からの

身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後

に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場

合にあっては、当該配偶者であった者。以下この条、同

項第三号及び第四号並びに第十八条第一項において同

じ。）に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるものとす

る。ただし、第二号に掲げる事項については、申立ての

時において被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にす

る場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者

の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を

除く。以下この号において同じ。）その他の場所におい

て被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、勤務

先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしては

ならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者

と共に生活の本拠としている住居から退去すること及び

当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号の規

定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害

者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられ

ることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力

が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた

日から起算して六月を経過する日までの間、被害者に対

して次の各号に掲げるいずれの行為もしてはならないこ

とを命ずるものとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告

げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場

合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置を

用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六

時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて

送信し、又は電子メールを送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情

を催させるような物を送付し、又はその知り得る状態に

置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状

態に置くこと。 

八 その性的羞しゆう恥心を害する事項を告げ、若しく

はその知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害す

る文書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得

る状態に置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がその

成年に達しない子（以下この項及び次項並びに第十二条

第一項第三号において単に「子」という。）と同居して

いるときであって、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑う

に足りる言動を行っていることその他の事情があること

から被害者がその同居している子に関して配偶者と面会

することを余儀なくされることを防止するため必要があ

ると認めるときは、第一項第一号の規定による命令を発

する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てによ

り、その生命又は身体に危害が加えられることを防止す

るため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以

後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算し

て六月を経過する日までの間、当該子の住居（当該配偶

者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項

において同じ。）、就学する学校その他の場所において当

該子の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する

学校その他その通常所在する場所の付近をはいかいして

はならないことを命ずるものとする。ただし、当該子が

十五歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。 

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害

者の親族その他被害者と社会生活において密接な関係を

有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居し

ている者を除く。以下この項及び次項並びに第十二条第

一項第四号において「親族等」という。）の住居に押し

掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っていることその

他の事情があることから被害者がその親族等に関して配

偶者と面会することを余儀なくされることを防止するた

め必要があると認めるときは、第一項第一号の規定によ

る命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申

立てにより、その生命又は身体に危害が加えられること

を防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じ

た日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から
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起算して六月を経過する日までの間、当該親族等の住居

（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。

以下この項において同じ。）その他の場所において当該

親族等の身辺につきまとい、又は当該親族等の住居、勤

務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいして

はならないことを命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満

の子を除く。以下この項において同じ。）の同意（当該

親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合に

あっては、その法定代理人の同意）がある場合に限り、

することができる。 

 

（管轄裁判所） 

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係る

事件は、相手方の住所（日本国内に住所がないとき又は

住所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁

判所の管轄に属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号

に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすることができ

る。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又

は生命等に対する脅迫が行われた地 

 

（保護命令の申立て） 

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による命

令（以下「保護命令」という。）の申立ては、次に掲げ

る事項を記載した書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する

脅迫を受けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者か

らの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者から受ける

身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を

受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立ての時にお

ける事情 

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合

にあっては、被害者が当該同居している子に関して配偶

者と面会することを余儀なくされることを防止するため

当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての

時における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合

にあっては、被害者が当該親族等に関して配偶者と面会

することを余儀なくされることを防止するため当該命令

を発する必要があると認めるに足りる申立ての時におけ

る事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に

対し、前各号に掲げる事項について相談し、又は援助若

しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるとき

は、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員

の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場

所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五

号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合には、申

立書には、同項第一号から第四号までに掲げる事項につ

いての申立人の供述を記載した書面で公証人法（明治四

十一年法律第五十三号）第五十八条ノ二第一項の認証を

受けたものを添付しなければならない。 

 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件につ

いては、速やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会う

ことができる審尋の期日を経なければ、これを発するこ

とができない。ただし、その期日を経ることにより保護

命令の申立ての目的を達することができない事情がある

ときは、この限りでない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げ

る事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者暴

力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立

人が相談し又は援助若しくは保護を求めた際の状況及び

これに対して執られた措置の内容を記載した書面の提出

を求めるものとする。この場合において、当該配偶者暴

力相談支援センター又は当該所属官署の長は、これに速

やかに応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配

偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又は申

立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求め

られた職員に対し、同項の規定により書面の提出を求め

た事項に関して更に説明を求めることができる。 

 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由

を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経ないで

決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手

方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における言渡

しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やか

にその旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄す

る警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとす

る。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴

力相談支援センターの職員に対し相談し、又は援助若し

くは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実

に係る第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項

の記載があるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護

命令を発した旨及びその内容を、当該申立書に名称が記

載された配偶者暴力相談支援センター（当該申立書に名

称が記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上あ

る場合にあっては、申立人がその職員に対し相談し、又
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は援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力

相談支援センター）の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対して

は、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさ

ない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消し

の原因となることが明らかな事情があることにつき疎明

があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即

時抗告についての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命

令の効力の停止を命ずることができる。事件の記録が原

裁判所に存する間は、原裁判所も、この処分を命ずるこ

とができる。 

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定による

命令の効力の停止を命ずる場合において、同条第二項か

ら第四項までの規定による命令が発せられているとき

は、裁判所は、当該命令の効力の停止をも命じなければ

ならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立

てることができない。 

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令

を取り消す場合において、同条第二項から第四項までの

規定による命令が発せられているときは、抗告裁判所

は、当該命令をも取り消さなければならない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令

について、第三項若しくは第四項の規定によりその効力

の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消した

ときは、裁判所書記官は、速やかに、その旨及びその内

容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に

通知するものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並び

に抗告裁判所が保護命令を取り消した場合について準用

する。 

 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の

申立てをした者の申立てがあった場合には、当該保護命

令を取り消さなければならない。第十条第一項第一号又

は第二項から第四項までの規定による命令にあっては同

号の規定による命令が効力を生じた日から起算して三月

を経過した後において、同条第一項第二号の規定による

命令にあっては当該命令が効力を生じた日から起算して

二週間を経過した後において、これらの命令を受けた者

が申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをした

者に異議がないことを確認したときも、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定に

よる命令を発した裁判所が前項の規定により当該命令を

取り消す場合について準用する。 

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の

場合について準用する。 

 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立

て） 

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発せ

られた後に当該発せられた命令の申立ての理由となった

身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実

を理由とする同号の規定による命令の再度の申立てがあ

ったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠として

いる住居から転居しようとする被害者がその責めに帰す

ることのできない事由により当該発せられた命令の効力

が生ずる日から起算して二月を経過する日までに当該住

居からの転居を完了することができないことその他の同

号の規定による命令を再度発する必要があると認めるべ

き事情があるときに限り、当該命令を発するものとす

る。ただし、当該命令を発することにより当該配偶者の

生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当該命

令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の

適用については、同条第一項各号列記以外の部分中「次

に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号及び第五号

に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同

項第五号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第一号

及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事

情」と、同条第二項中「同項第一号から第四号までに掲

げる事項」とあるのは「同項第一号及び第二号に掲げる

事項並びに第十八条第一項本文の事情」とする。 

 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、

裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、

その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事

項の証明書の交付を請求することができる。ただし、相

手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若し

くは相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相

手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、この限

りでない。 

 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管

轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその職務を

行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局

若しくは地方法務局又はその支局に勤務する法務事務官

に第十二条第二項（第十八条第二項の規定により読み替

えて適用する場合を含む。）の認証を行わせることがで

きる。 

 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、

保護命令に関する手続に関しては、その性質に反しない

限り、民事訴訟法（平成八年法律第百九号）の規定を準

用する。 

 

（最高裁判所規則） 
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第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に

関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定め

る。 

 

第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜

査、裁判等に職務上関係のある者（次項において「職務

関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害

者の心身の状況、その置かれている環境等を踏まえ、被

害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重する

とともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮

をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者

の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深め

るために必要な研修及び啓発を行うものとする。 

 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓発

に努めるものとする。 

 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生の

ための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるた

めの方法等に関する調査研究の推進並びに被害者の保護

に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。 

 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の

団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 

 

（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁

しなければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行

う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲げる費用を

除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行

う一時保護（同条第四項に規定する厚生労働大臣が定め

る基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要す

る費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人

相談員が行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町

村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託して行う

場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人

相談員が行う業務に要する費用を支弁しなければならな

い。 

 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府

県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項

第一号及び第二号に掲げるものについては、その十分の

五を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費

用の十分の五以内を補助することができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用の

うち、同項第三号及び第四号に掲げるもの 

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用 

 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの

規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における

共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除

く。）をする関係にある相手からの暴力（当該関係にあ

る相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関係にあ

る相手からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者

が当該関係を解消した場合にあっては、当該関係にあっ

た者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）

及び当該暴力を受けた者について準用する。この場合に

おいて、これらの規定中「配偶者からの暴力」とあるの

は「第二十八条の二に規定する関係にある相手からの暴

力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる

字句に読み替えるものとする。 

第二条 

被害者 

被害者（第二十八条の二に規定する関係にある相手から

の暴力を受けた者をいう。以下同じ。） 

第六条第一項 

配偶者又は配偶者であった者 

同条に規定する関係にある相手又は同条に規定する関係

にある相手であった者 

第十条第一項から第四項まで、第十一条第二項第二号、

第十二条第一項第一号から第四号まで及び第十八条第一

項 

配偶者 

第二十八条の二に規定する関係にある相手 

第十条第一項 

離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合 

第二十八条の二に規定する関係を解消した場合 

 

第六章 罰則 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用す

る第十条第一項から第四項までの規定によるものを含

む。次条において同じ。）に違反した者は、一年以下の

懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）又は第二十八条の

二において読み替えて準用する第十二条第一項（第二十

八条の二において準用する第十八条第二項の規定により
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読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記載す

べき事項について虚偽の記載のある申立書により保護命

令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処する。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過

した日から施行する。ただし、第二章、第六条（配偶者

暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第七条、第

九条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限

る。）、第二十七条及び第二十八条の規定は、平成十四年

四月一日から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対

し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して相談

し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該被

害者からの保護命令の申立てに係る事件に関する第十二

条第一項第四号並びに第十四条第二項及び第三項の規定

の適用については、これらの規定中「配偶者暴力相談支

援センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。 

 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後

三年を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、検

討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜら

れるものとする。 

 

附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号） 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過

した日から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前

の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法

律（次項において「旧法」という。）第十条の規定によ

る命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事

件については、なお従前の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後

に当該命令の申立ての理由となった身体に対する不法な

攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の

事実を理由とするこの法律による改正後の配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「新

法」という。）第十条第一項第二号の規定による命令の

申立て（この法律の施行後最初にされるものに限る。）

があった場合における新法第十八条第一項の規定の適用

については、同項中「二月」とあるのは、「二週間」と

する。 

 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年

を目途として、新法の施行状況等を勘案し、検討が加え

られ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるもの

とする。 

 

附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過

した日から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前

の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法

律第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定に

よる命令に関する事件については、なお従前の例によ

る。 

 

附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した

日から施行する。 

 

附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一 略 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、

第十二条及び第十五条から第十八条までの規定 平成二

十六年十月一日 

 

附 則 （令和元年六月二六日法律第四六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定 公布

の日 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の施行

に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討等） 

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行

後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護等に関する法律第六条第一項及び第二項の通報の対

象となる同条第一項に規定する配偶者からの暴力の形態

並びに同法第十条第一項から第四項までの規定による命

令の申立てをすることができる同条第一項に規定する被

害者の範囲の拡大について検討を加え、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三

年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する法律第一条第一項に規定する配偶者からの暴

力に係る加害者の地域社会における更生のための指導及
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び支援の在り方について検討を加え、その結果に基づい

て必要な措置を講ずるものとする。 

 

附 則 （令和四年五月二五日法律第五二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

一 次条並びに附則第三条、第五条及び第三十八条の規

定 公布の日 

（政令への委任） 

第三十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の

施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

 

 

 

 

（４）女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 
平成 27 年９月４日法律第 64 号 

最終改正 令和元年６月５日同第 24 号 

 

目次 

第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 基本方針等（第五条・第六条） 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針（第七条） 

第二節 一般事業主行動計画等（第八条―第十八条） 

第三節 特定事業主行動計画（第十九条） 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表（第二十条・第二十一条） 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第二十二条―第二十九条） 

第五章 雑則（第三十条―第三十三条） 

第六章 罰則（第三十四条―第三十九条） 

附則

 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生

活を営み、又は営もうとする女性がその個性と能力を十

分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女

性の職業生活における活躍」という。）が一層重要とな

っていることに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成十

一年法律第七十八号）の基本理念にのっとり、女性の職

業生活における活躍の推進について、その基本原則を定

め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らか

にするとともに、基本方針及び事業主の行動計画の策

定、女性の職業生活における活躍を推進するための支援

措置等について定めることにより、女性の職業生活にお

ける活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権

が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需

要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応できる豊

かで活力ある社会を実現することを目的とする。 

 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生

活における活躍に係る男女間の格差の実情を踏まえ、自

らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女

性に対する採用、教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の

変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及び

その活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等

を反映した職場における慣行が女性の職業生活における

活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が

十分に発揮できるようにすることを旨として、行われな

ければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を

営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他の家庭

生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多い

ことその他の家庭生活に関する事由が職業生活に与える

影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問わ

ず、相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護その他

の家庭生活における活動について家族の一員としての役

割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うため

に必要な環境の整備等により、男女の職業生活と家庭生

活との円滑かつ継続的な両立が可能となることを旨とし

て、行われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、

女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の意思
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が尊重されるべきものであることに留意されなければな

らない。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職

業生活における活躍の推進についての基本原則（次条及

び第五条第一項において「基本原則」という。）にのっ

とり、女性の職業生活における活躍の推進に関して必要

な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、

又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に関

する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と

家庭生活との両立に資する雇用環境の整備その他の女性

の職業生活における活躍の推進に関する取組を自ら実施

するよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施す

る女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に協

力しなければならない。 

 

第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活

における活躍の推進に関する施策を総合的かつ一体的に

実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関

する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなけ

ればならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるもの

とする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的

な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組に関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に

関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援

措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環

境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する

施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活におけ

る活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決

定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があ

ったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければなら

ない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用す

る。 

 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府

県の区域内における女性の職業生活における活躍の推進

に関する施策についての計画（以下この条において「都

道府県推進計画」という。）を定めるよう努めるものと

する。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められ

ているときは、基本方針及び都道府県推進計画）を勘案

して、当該市町村の区域内における女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する施策についての計画（次項にお

いて「市町村推進計画」という。）を定めるよう努める

ものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町

村推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。 

 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、

事業主が女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基

本方針に即して、次条第一項に規定する一般事業主行動

計画及び第十九条第一項に規定する特定事業主行動計画 

（次項において「事業主行動計画」と総称する。）の策

定に関する指針（以下「事業主行動計画策定指針」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事

項につき、事業主行動計画の指針となるべきものを定め

るものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の

内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業

主行動計画策定指針を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

 

第二節 一般事業主行動計画等 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般

事業主」という。）であって、常時雇用する労働者の数

が百人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即し

て、一般事業主行動計画（一般事業主が実施する女性の

職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画

をいう。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定めると

ころにより、厚生労働大臣に届け出なければならない。

これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を

定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の

実施により達成しようとする目標 
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三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画を定め、又は変更しようとするときは、厚生労働省令

で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労

働者の割合、男女の継続勤務年数の差異、労働時間の状

況、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合

その他のその事業における女性の職業生活における活躍

に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を

推進するために改善すべき事情について分析した上で、

その結果を勘案して、これを定めなければならない。こ

の場合において、前項第二号の目標については、採用す

る労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年

数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労

働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて定

量的に定めなければならない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定める

ところにより、これを労働者に周知させるための措置を

講じなければならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定める

ところにより、これを公表しなければならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画に基づく取組を実施するとともに、一般事業主行動計

画に定められた目標を達成するよう努めなければならな

い。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が百

人以下のものは、事業主行動計画策定指針に即して、一

般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところ

により、厚生労働大臣に届け出るよう努めなければなら

ない。これを変更したときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事

業主行動計画を定め、又は変更しようとする場合につい

て、第四項から第六項までの規定は前項に規定する一般

事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更した場合

について、それぞれ準用する。 

 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定

による届出をした一般事業主からの申請に基づき、厚生

労働省令で定めるところにより、当該事業主について、

女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関

し、当該取組の実施の状況が優良なものであることその

他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨

の認定を行うことができる。 

 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定一

般事業主」という。）は、商品、役務の提供の用に供す

る物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若しく

は通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項及び第

十四条第一項において「商品等」という。）に厚生労働

大臣の定める表示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等

に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはなら

ない。 

 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号

のいずれかに該当するときは、第九条の認定を取り消す

ことができる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと認める

とき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したと

き。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。 

 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請

に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事

業主について、女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組に関し、当該事業主の策定した一般事業主行動

計画に基づく取組を実施し、当該一般事業主行動計画に

定められた目標を達成したこと、雇用の分野における男

女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和四

十七年法律第百十三号）第十三条の二に規定する業務を

担当する者及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律（平成三年法律第七十

六号）第二十九条に規定する業務を担当する者を選任し

ていること、当該女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組の実施の状況が特に優良なものであることそ

の他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである

旨の認定を行うことができる。 

 

（特例認定一般事業主の特例等） 

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「特例

認定一般事業主」という。）については、第八条第一項

及び第七項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、毎年少なくとも一回、女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組の実施の状況を公表しなけれ

ばならない。 

 

（特例認定一般事業主の表示等） 

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大

臣の定める表示を付することができる。 

２ 第十条第二項の規定は、前項の表示について準用す

る。 

 

（特例認定一般事業主の認定の取消し） 

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の

各号のいずれかに該当するときは、第十二条の認定を取

り消すことができる。 
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一 第十一条の規定により第九条の認定を取り消すと

き。 

二 第十二条に規定する基準に適合しなくなったと認め

るとき。 

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、又は虚偽

の公表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法律に

基づく命令に違反したとき。 

五 不正の手段により第十二条の認定を受けたとき。 

 

（委託募集の特例等） 

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業

主（一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三

百人以下のものをいう。以下この項及び次項において同

じ。）が、当該承認中小事業主団体をして女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組の実施に関し必要な

労働者の募集を行わせようとする場合において、当該承

認中小事業主団体が当該募集に従事しようとするとき

は、職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）第三

十六条第一項及び第三項の規定は、当該構成員である中

小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」と

は、事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法律

により設立された組合若しくはその連合会であって厚生

労働省令で定めるもの又は一般社団法人で中小事業主を

直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定め

る要件に該当するものに限る。）のうち、その構成員で

ある中小事業主に対して女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組を実施するための人材確保に関する相

談及び援助を行うものであって、その申請に基づいて、

厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行うための

厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認を行った

ものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定

する基準に適合しなくなったと認めるときは、同項の承

認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従

事しようとするときは、厚生労働省令で定めるところに

より、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の

募集に関する事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労

働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定に

よる届出があった場合について、同法第五条の三第一項

及び第四項、第五条の四第一項及び第二項、第五条の

五、第三十九条、第四十一条第二項、第四十二条、第四

十八条の三第一項、第四十八条の四、第五十条第一項及

び第二項並びに第五十一条の規定は前項の規定による届

出をして労働者の募集に従事する者について、同法第四

十条の規定は同項の規定による届出をして労働者の募集

に従事する者に対する報酬の供与について、同法第五十

条第三項及び第四項の規定はこの項において準用する同

条第二項に規定する職権を行う場合について、それぞれ

準用する。この場合において、同法第三十七条第二項中

「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の

職業生活における活躍の推進に関する法律第十六条第四

項の規定による届出をして労働者の募集に従事しようと

する者」と、同法第四十一条第二項中「当該労働者の募

集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」

と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の二の

規定の適用については、同法第三十六条第二項中「前項

の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に

従事させようとする者がその被用者以外の者に与えよう

とする」と、同法第四十二条の二中「第三十九条に規定

する募集受託者」とあるのは「女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律（平成二十七年法律第六十四

号）第十六条第四項の規定による届出をして労働者の募

集に従事する者」と、「同項に」とあるのは「次項に」

とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二

項の相談及び援助の実施状況について報告を求めること

ができる。 

 

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による

届出をして労働者の募集に従事する承認中小事業主団体

に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を

提供し、かつ、これらに基づき当該募集の内容又は方法

について指導することにより、当該募集の効果的かつ適

切な実施を図るものとする。 

 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定に

より一般事業主行動計画を策定しようとする一般事業主

又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対し

て、一般事業主行動計画の策定、労働者への周知若しく

は公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実

施されるように相談その他の援助の実施に努めるものと

する。 

 

第三節 特定事業主行動計画 

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又は

それらの職員で政令で定めるもの（以下「特定事業主」

という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動

計画策定指針に即して、特定事業主行動計画（特定事業

主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組に関する計画をいう。以下この条において同

じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を

定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の

実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変

更しようとするときは、内閣府令で定めるところによ
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り、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続

勤務年数の差異、勤務時間の状況、管理的地位にある職

員に占める女性職員の割合その他のその事務及び事業に

おける女性の職業生活における活躍に関する状況を把握

し、女性の職業生活における活躍を推進するために改善

すべき事情について分析した上で、その結果を勘案し

て、これを定めなければならない。この場合において、

前項第二号の目標については、採用する職員に占める女

性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割

合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員

の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければなら

ない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを職員に周知させるため

の措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行

動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなければなら

ない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を

実施するとともに、特定事業主行動計画に定められた目

標を達成するよう努めなければならない。 

 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公

表） 

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主（常時雇

用する労働者の数が三百人を超えるものに限る。）は、

厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、

又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事

業における女性の職業生活における活躍に関する次に掲

げる情報を定期的に公表しなければならない。 

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対

する職業生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立

に資する雇用環境の整備に関する実績 

２ 第八条第一項に規定する一般事業主（前項に規定す

る一般事業主を除く。）は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職

業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活

における活躍に関する前項各号に掲げる情報の少なくと

もいずれか一方を定期的に公表しなければならない。 

３ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省

令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もう

とする女性の職業選択に資するよう、その事業における

女性の職業生活における活躍に関する第一項各号に掲げ

る情報の少なくともいずれか一方を定期的に公表するよ

う努めなければならない。 

 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公

表） 

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めるところに

より、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選

択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業

生活における活躍に関する次に掲げる情報を定期的に公

表しなければならない。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対する職

業生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に

資する勤務環境の整備に関する実績 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための

支援措置 

 

（職業指導等の措置等） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を推進

するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の支援

その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推

進するため、前項の措置と相まって、職業生活を営み、

又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者から

の相談に応じ、関係機関の紹介その他の情報の提供、助

言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の

一部を、その事務を適切に実施することができるものと

して内閣府令で定める基準に適合する者に委託すること

ができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は

当該事務に従事していた者は、正当な理由なく、当該事

務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（財政上の措置等） 

第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の推進

に関する地方公共団体の施策を支援するために必要な財

政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとす

る。 

 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の推進

に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫そ

の他の特別の法律によって設立された法人であって政令

で定めるものをいう。）の役務又は物件の調達に関し、

予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主、特例

認定一般事業主その他の女性の職業生活における活躍に

関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組の実施の状況が優良な一般事業主（次項におい

て「認定一般事業主等」という。）の受注の機会の増大

その他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業

主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施する

ように努めるものとする。 

 

（啓発活動） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活に

おける活躍の推進について、国民の関心と理解を深め、
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かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行う

ものとする。 

 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組に資するよう、国内外における女性の職業

生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収

集、整理及び提供を行うものとする。 

 

（協議会） 

第二十七条 当該地方公共団体の区域において女性の職

業生活における活躍の推進に関する事務及び事業を行う

国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関係

機関」という。）は、第二十二条第一項の規定により国

が講ずる措置及び同条第二項の規定により地方公共団体

が講ずる措置に係る事例その他の女性の職業生活におけ

る活躍の推進に有用な情報を活用することにより、当該

区域において女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組が効果的かつ円滑に実施されるようにするため、

関係機関により構成される協議会（以下「協議会」とい

う。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の

区域内において第二十二条第三項の規定による事務の委

託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会

の構成員として加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認める

ときは、協議会に次に掲げる者を構成員として加えるこ

とができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この

項において「関係機関等」という。）が相互の連絡を図

ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有

用な情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図ると

ともに、地域の実情に応じた女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組について協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、

内閣府令で定めるところにより、その旨を公表しなけれ

ばならない。 

 

（秘密保持義務） 

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事

務に従事していた者は、正当な理由なく、協議会の事務

に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（協議会の定める事項） 

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会の組織

及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

第五章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要

があると認めるときは、第八条第一項に規定する一般事

業主又は認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主で

ある同条第七項に規定する一般事業主に対して、報告を

求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができ

る。 

 

（公表） 

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項若しくは

第二項の規定による公表をせず、若しくは虚偽の公表を

した第八条第一項に規定する一般事業主又は第二十条第

三項に規定する情報に関し虚偽の公表をした認定一般事

業主若しくは特例認定一般事業主である第八条第七項に

規定する一般事業主に対し、前条の規定による勧告をし

た場合において、当該勧告を受けた者がこれに従わなか

ったときは、その旨を公表することができる。 

 

（権限の委任） 

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二条、第

十五条、第十六条、第三十条及び前条に規定する厚生労

働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、

その一部を都道府県労働局長に委任することができる。 

 

（政令への委任） 

第三十三条 この法律に定めるもののほか、この法律の

実施のため必要な事項は、政令で定める。 

 

第六章 罰則 

第三十四条 第十六条第五項において準用する職業安定

法第四十一条第二項の規定による業務の停止の命令に違

反して、労働者の募集に従事した者は、一年以下の懲役

又は百万円以下の罰金に処する。 

 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年

以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を漏らした

者 

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らした者 

 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月

以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十六条第四項の規定による届出をしないで、労働

者の募集に従事した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十

七条第二項の規定による指示に従わなかった者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十

九条又は第四十条の規定に違反した者 

 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十

万円以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項（第十四条第二項において準用する場

合を含む。）の規定に違反した者 
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二 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十

条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をし

た者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十

条第二項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨

げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若

しくは虚偽の陳述をした者 

四 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十

一条第一項の規定に違反して秘密を漏らした者 

 

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理

人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に

関し、第三十四条、第三十六条又は前条の違反行為をし

たときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対し

ても、各本条の罰金刑を科する。 

 

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又は虚

偽の報告をした者は、二十万円以下の過料に処する。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、

第三章（第七条を除く。）、第五章（第二十八条を除

く。）及び第六章（第三十条を除く。）の規定並びに附則

第五条の規定は、平成二十八年四月一日から施行する。 

 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、

その効力を失う。 

２ 第二十二条第三項の規定による委託に係る事務に従

事していた者の当該事務に関して知り得た秘密について

は、同条第四項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、

前項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なお

その効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して

知り得た秘密については、第二十八条の規定（同条に係

る罰則を含む。）は、第一項の規定にかかわらず、同項

に規定する日後も、なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用に

ついては、この法律は、第一項の規定にかかわらず、同

項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定するもののほ

か、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定

める。 

 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合

において、この法律の施行の状況を勘案し、必要がある

と認めるときは、この法律の規定について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

附 則 （平成二九年三月三一日法律第一四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を加える

改正規定及び附則第三十五条の規定 公布の日 

二及び三 略 

四 第二条中雇用保険法第十条の四第二項、第五十八条

第一項、第六十条の二第四項、第七十六条第二項及び第

七十九条の二並びに附則第十一条の二第一項の改正規定

並びに同条第三項の改正規定（「百分の五十を」を「百

分の八十を」に改める部分に限る。）、第四条の規定並び

に第七条中育児・介護休業法第五十三条第五項及び第六

項並びに第六十四条の改正規定並びに附則第五条から第

八条まで及び第十条の規定、附則第十三条中国家公務員

退職手当法（昭和二十八年法律第百八十二号）第十条第

十項第五号の改正規定、附則第十四条第二項及び第十七

条の規定、附則第十八条（次号に掲げる規定を除く。）

の規定、附則第十九条中高年齢者等の雇用の安定等に関

する法律（昭和四十六年法律第六十八号）第三十八条第

三項の改正規定（「第四条第八項」を「第四条第九項」

に改める部分に限る。）、附則第二十条中建設労働者の雇

用の改善等に関する法律（昭和五十一年法律第三十三

号）第三十条第一項の表第四条第八項の項、第三十二条

の十一から第三十二条の十五まで、第三十二条の十六第

一項及び第五十一条の項及び第四十八条の三及び第四十

八条の四第一項の項の改正規定、附則第二十一条、第二

十二条、第二十六条から第二十八条まで及び第三十二条

の規定並びに附則第三十三条（次号に掲げる規定を除

く。）の規定 平成三十年一月一日 

 

（罰則に関する経過措置） 

第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げる規定

にあっては、当該規定）の施行前にした行為に対する罰

則の適用については、なお従前の例による。 

 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法律

の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

 

附 則 （令和元年六月五日法律第二四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超え

ない範囲内において政令で定める日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。 

一 第三条中労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇

用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第四条の改

正規定並びに次条及び附則第六条の規定 公布の日 

二 第二条の規定 公布の日から起算して三年を超えな

い範囲内において政令で定める日 
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（罰則に関する経過措置） 

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適

用については、なお従前の例による。 

 

（政令への委任） 

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行

に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合

において、この法律による改正後の規定の施行の状況に

ついて検討を加え、必要があると認めるときは、その結

果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 

附 則 （令和四年三月三一日法律第一二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和四年四月一日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

一 第二条中職業安定法第三十二条及び第三十二条の十

一第一項の改正規定並びに附則第二十八条の規定 公布

の日 

二 略 

三 第一条中雇用保険法第十条の四第二項及び第五十八

条第一項の改正規定、第二条の規定（第一号に掲げる改

正規定並びに職業安定法の目次の改正規定（「第四十八

条」を「第四十七条の三」に改める部分に限る。）、同法

第五条の二第一項の改正規定及び同法第四章中第四十八

条の前に一条を加える改正規定を除く。）並びに第三条

の規定（職業能力開発促進法第十条の三第一号の改正規

定、同条に一項を加える改正規定、同法第十五条の二第

一項の改正規定及び同法第十八条に一項を加える改正規

定を除く。）並びに次条並びに附則第五条、第六条及び

第十条の規定、附則第十一条中国家公務員退職手当法第

十条第十項の改正規定、附則第十四条中青少年の雇用の

促進等に関する法律（昭和四十五年法律第九十八号）第

四条第二項及び第十八条の改正規定並びに同法第三十三

条の改正規定（「、第十一条中「公共職業安定所」とあ

るのは「地方運輸局」と、「厚生労働省令」とあるのは

「国土交通省令」と、「職業安定法第五条の五第一項」

とあるのは「船員職業安定法第十五条第一項」と」を削

る部分を除く。）並びに附則第十五条から第二十二条ま

で、第二十四条、第二十五条及び第二十七条の規定 令

和四年十月一日 

 

（政令への委任） 

第二十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の

施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日

 

（５）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章 
 

我が国の社会は、人々の働き方に関する意識や環 境

が社会経済構造の変化に必ずしも適応しきれず、 仕事

と生活が両立しにくい現実に直面している。  

誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の

責任を果たす一方で、子育て・介護の時間や、家庭、地

域、自己啓発等にかかる個人の時間を持てる健康で豊か

な生活ができるよう、今こそ、社会全 体で仕事と生活

の双方の調和の実現を希求してい かなければならな

い。 

仕事と生活の調和と経済成長は車の両輪であり、若者

が経済的に自立し、性や年齢などに関わらず誰もが意欲

と能力を発揮して労働市場に参加することは、我が国の

活力と成長力を高め、ひいては、少子化の流れを変え、

持続可能な社会の実現にも資することとなる。 そのよ

うな社会の実現に向けて、国民一人ひとりが積極的に取

り組めるよう、ここに、仕事と生活の調和の必要性、目

指すべき社会の姿を示し、新たな 決意の下、官民一体

となって取り組んでいくため、 政労使の合意により本

憲章を策定する。  

〔いま何故仕事と生活の調和が必要なのか〕  

（仕事と生活が両立しにくい現実） 仕事は、暮らしを

支え、生きがいや喜びをもたら す。同時に、家事・育

児、近隣との付き合いなどの 生活も暮らしには欠かす

ことはできないものであ り、その充実があってこそ、

人生の生きがい、喜び は倍増する。 しかし、現実の社

会には 

・安定した仕事に就けず、経済的に自立することができ

ない、 

・仕事に追われ、心身の疲労から健康を害しかねな 

い、  

・仕事と子育てや老親の介護との両立に悩む  

・など仕事と生活の間で問題を抱える人が多く見られ

る。  

（働き方の二極化等） 

 その背景としては、国内外における企業間競争の激

化、長期的な経済の低迷や産業構造の変化により、生活

の不安を抱える正社員以外の労働者が大幅に 増加する

一方で、正社員の労働時間は高止まりした ままである

ことが挙げられる。他方、利益の低迷や 生産性向上が

困難などの理由から、働き方の見直し に取り組むこと

が難しい企業も存在する。 
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（共働き世帯の増加と変わらない働き方・役割分担意

識）  

さらに、人々の生き方も変化している。かつては夫が

働き、妻が専業主婦として家庭や地域で役割を担うとい

う姿が一般的であり、現在の働き方は、このような世帯

の姿を前提としたものが多く残っている。  

しかしながら、今日では、女性の社会参加等が進み、

勤労者世帯の過半数が、共働き世帯になる等 人々の生

き方が多様化している一方で働き方や子育て支援などの

社会的基盤は必ずしもこうした変化に対応したものとな

っていない。また、職場や家庭、地域では、男女の固定

的な役割分担意識が残っている。 

（仕事と生活の相克と家族と地域・社会の変貌） 

このような社会では、結婚や子育てに関する人々の希

望が実現しにくいものになるとともに、「家族との時

間」や「地域で過ごす時間」を持つことも難しくなって

いる。こうした個人、家族、地域が抱え る諸問題が少

子化の大きな要因の１つであり、それ が人口減少にも

繋がっているといえる。  

また、人口減少時代にあっては、社会全体として 女

性や高齢者の就業参加が不可欠であるが、働き方 や生

き方の選択肢が限られている現状では、多様な人材を活

かすことができない。 

（多様な働き方の模索） 

一方で働く人々においても、様々な職業経験を通して

積極的に自らの職業能力を向上させようとする人や、仕

事と生活の双方を充実させようとする人、 地域活動へ

の参加等をより重視する人などもおり、 多様な働き方

が模索されている。 

また、仕事と生活の調和に向けた取組を通じて、 

「ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らし い

仕事）」の実現に取り組み、職業能力開発や人材 育成、

公正な処遇の確保など雇用の質の向上につなげることが

求められている。ディーセント・ワーク の推進は、就

業を促進し、自立支援につなげるとい う観点からも必

要である。 

加えて、労働者の健康を確保し、安心して働くことの

できる職場環境を実現するために、長時間労働の抑制、

年次有給休暇の取得促進、メンタルヘルス対策等に取り

組むことが重要である。  

（多様な選択肢を可能とする仕事と生活の調和の必要

性）  

いま、我々に求められているのは、国民一人ひとりの

仕事と生活を調和させたいという願いを実現するととも

に、少子化の流れを変え、人口減少下でも多様な人材が

仕事に就けるようにし、我が国の社会を持続可能で確か

なものとする取組である。  

働き方や生き方に関するこれまでの考え方や制度の改

革に挑戦し、個々人の生き方や子育て期、中高年期とい

った人生の各段階に応じて多様な働き 方の選択を可能

とする仕事と生活の調和を実現しなければならない。  

個人の持つ時間は有限である。仕事と生活の調和の実

現は、個人の時間の価値を高め、安心と希望を実現でき

る社会づくりに寄与するものであり、「新しい公共」※

の活動等への参加機会の拡大などを通じて地域社会の活

性化にもつながるものである。また、就業期から地域活

動への参加など活動の場を広 げることは、生涯を通じ

た人や地域とのつながりを得る機会となる。 

※「新しい公共」とは、行政だけでなく、市民やＮＰＯ、

企業などが積極的に公共的な財・サービスの提供主体と

なり、教育や子育て、まちづくり、介護や福祉などの身

近な分野で活躍することを表現するもの。 

（明日への投資） 

仕事と生活の調和の実現に向けた取組は、人口減少時

代において、企業の活力や競争力の源泉である有能な人

材の確保・育成・定着の可能性を高めるものである。と

りわけ現状でも人材確保が困難な中小企業において、そ

の取組の利点は大きく、これを契機とした業務の見直し

等により生産性向上につなげることも可能である。こう

した取組は、企業にとって「コスト」としてではなく、

「明日への投資」 として積極的にとらえるべきであ

る。 以上のような共通認識のもと、仕事と生活の調和

の実現に官民一体となって取り組んでいくこととする。 

〔仕事と生活の調和が実現した社会の姿〕 

１ 仕事と生活の調和が実現した社会とは、「国民一人ひ

とりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責

任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、

子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様

な生き方が選択・実現できる社会」 である。 

具体的には、以下のような社会を目指すべきである。 

１ 就労による経済的自立が可能な社会経済的自立を必

要とする者とりわけ若者がいきいきと働くことができ、

かつ、経済的に自立可能な 働き方ができ、結婚や子育

てに関する希望の実現などに向けて、暮らしの経済的基

盤が確保できる。 

２ 健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会 

働く人々の健康が保持され、家族・友人などとの充実

した時間、自己啓発や地域活動への参加のための時間な

どを持てる豊かな生活ができる。  

３ 多様な働き方・生き方が選択できる社会性や年齢な

どにかかわらず、誰もが自らの意欲と能力を持って様々

な働き方や生き方に挑戦できる機会が提供されており、

子育てや親の介護が必要な時期など個人の置かれた状況

に応じて多様で柔軟な働き方が選択でき、しかも公正な

処遇が確保されている。 

〔関係者が果たすべき役割〕 

２ このような社会の実現のためには、まず労使を始め

国民が積極的に取り組むことはもとより、国や地 方公

共団体が支援することが重要である。既に仕事と生活の

調和の促進に積極的に取り組む企業もあり、今後はそう

した企業における取組をさらに進め、 社会全体の運動

として広げていく必要がある。 そのための主な関係者

の役割は以下のとおりで ある。また、各主体の具体的

取組については別途、「仕事と生活の調和推進のための

行動指針」で定めることとする。取組を進めるに当たっ

ては、女性の職域の固定化につながることのないよう
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に、仕事と生活の両立支援と男性の子育てや介護への関

わりの促進・女性の能力発揮の促進とを併せて進めるこ

とが必要であ る。  

（企業と働く者）  

（１）企業とそこで働く者は、協調して生産性の向上に

努めつつ、職場の意識や職場風土の改革とあわせ 働き

方の改革に自主的に取り組む。 （国民） 

 （２）国民の一人ひとりが自らの仕事と生活の調和の

在り方を考え、家庭や地域の中で積極的な役割を果た

す。また、消費者として、求めようとするサービスの背

後にある働き方に配慮する。  

（国）  

（３）国民全体の仕事と生活の調和の実現は、我が国社

会を持続可能で確かなものとする上で不可欠であること

から、国は、国民運動を通じた気運の醸成、制度的枠組

みの構築や環境整備などの促進・支援策に積極的に取り

組む。  

（地方公共団体） 

（４）仕事と生活の調和の現状や必要性は地域によって

異なることから、その推進に際しては、地方公共団体が

自らの創意工夫のもとに、地域の実情に応じた展開を図

る。

 

（６）神奈川県男女共同参画推進条例 （平成１４年神奈川県条例第８号） 

平成 14 年４月１日施行 

（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、県、

事業者及び県民の責務を明らかにするとともに、男女共

同参画の推進に関する施策の実施について必要な事項を

定めることにより、男女共同参画社会の形成の促進に寄

与することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 男女共同参画 男女が、互いにその人権を尊重し、

社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会の

あらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、

もって男女が均等に利益を享受することができ、かつ、

共に責任を担うことをいう。 

(2) セクシュアル・ハラスメント 相手が望まない性的

な言動により相手方の生活環境を害すること又は性的な

言動に対する相手方の対応によりその者に不利益を与え

ることをいう。 

 

（男女共同参画を推進するための理念） 

第３条 男女共同参画の推進は、男女の個人としての尊

厳が重んぜられ性別によるいかなる権利侵害も受けない

こと、あらゆる場において男女が性別による差別的取扱

いを受けないこと、男女が個人としての能力を発揮する

機会が確保されることその他の男女の人権が尊重される

ことを旨として、行われなければならない。 

２ 男女共同参画の推進は、男女が社会のあらゆる分野

における意思の形成及び決定に共同して参画する機会が

確保されることを旨として、行われなければならない。 

３ 男女共同参画の推進は、家族を構成する男女が、相

互の協力と社会の支援の下に、家庭生活における活動と

当該活動以外の活動との両立を図ることができるように

することを旨として、行われなければならない。 

４ 男女共同参画の推進に当たっては、社会における制

度又は慣行が性別による固定的な役割分担等を反映し

て、男女の社会における活動の自由な選択に対して影響

を及ぼすことのないよう配慮されなければならない。 

 

（県の責務） 

第４条 県は、前条に規定する理念（以下「条例の理

念」という。）にのっとり、男女共同参画の推進に関す

る施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 県は、男女共同参画の推進に関する施策について、

市町村、事業者及び県民と協力して実施するよう努めな

ければならない。 

 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、条例の理念にのっとり、その事業活

動を行うに当たっては、男女共同参画の推進を図るもの

とする。 

２ 事業者は、県が実施する男女共同参画の推進に関す

る施策に協力するよう努めなければならない。 

 

（県民の責務） 

第６条 県民は、条例の理念にのっとり、あらゆる分野

において男女が共に責任を担い、及び互いに協力すると

ともに、男女共同参画の推進を阻害する行為を行わない

よう努めなければならない。 

２ 県民は、県が実施する男女共同参画の推進に関する

施策に協力するよう努めなければならない。 

 

（性別による権利侵害行為の禁止） 

第７条 何人も、職場、家庭、学校、地域その他の社会

のあらゆる場において、異性に対する暴力的行為（身体

的又は精神的な苦痛を与える行為をいう。）その他の性

別による権利侵害行為を行ってはならない。 
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（セクシュアル・ハラスメントの禁止等） 

第８条 何人も、セクシュアル・ハラスメントを行って

はならない。 

２ 事業者は、事業活動を行うに当たり、その使用する

者が当該事業の執行に際し、第三者に対しセクシュア

ル・ハラスメントを行わないよう必要な配慮に努めなけ

ればならない。 

 

（情報を読み解く能力の向上） 

第９条 県は、県民が、男女共同参画の推進を阻害する

おそれがある表現に関し、提供される情報を主体的に解

釈し、及び評価するための能力の向上を図ろうとする取

組に必要な施策を講じるものとする。 

 

（男女共同参画の推進に関する届出等） 

第 10 条 常時使用する従業員の数が規則で定める数の規

模の事業所を県内に有する事業者は、毎年、当該事業所

における男女共同参画の推進に関し、次に掲げる事項を

知事に届け出なければならない。ただし、規則で定める

事業所については、この限りでない。 

(1) 事業者の名称及び代表者並びに所在地 

(2) 事業所の名称及び所在地並びに主たる業種 

(3) 常時使用する従業員の数及びその男女別の数 

(4) 職務区分別の常時使用する従業員の数及びその男女

別の数 

(5) 専ら事業所全般又は事業所に設けられた組織の経営

及び管理の業務に従事する者の数並びにその男女別の数 

(6) 従業員の資質及び能力の向上を図るための教育訓練

の実施状況 

(7) 業務の遂行と家庭生活における活動との両立を支援

するための措置の状況 

(8) セクシュアル・ハラスメントを防止するための措置

の状況 

(9) その他規則で定める事項 

２ 知事は、前項の規定による届出をしていない事業者

に対し、届出を行うべきことを勧告すること 

ができる。 

 

（報告の徴収） 

第 11 条 知事は、この条例の施行に必要な限度におい

て、前条第１項の規定により届出があった事業者から必

要な報告を求めることができる。 

 

（指導及び勧告） 

第 12 条 知事は、第 10 条第１項の規定により事業者か

ら届出があった事業所のうち、相当の理由がないにもか

かわらず、男女共同参画の推進の状況が著しく不良であ

ると認められ、かつ、相当の期間を経過しても改善が認

められないものがあるときは、当該事業所を有する事業

者に対し、改善に関する指導又は勧告をすることができ

る。 

 

（情報の提供） 

第 13 条 県は、男女共同参画の推進に関する施策及び男

女共同参画の推進の状況についての情報を県民及び事業

者に積極的に提供するものとする。 

 

（施策又は事業についての提案等の申出） 

第 14 条 県内に住所を有する者、県内に事業所を有する

事業者その他規則で定める者で、県が実施する男女共同

参画の推進に関する施策又は事業についての提案、意

見、要望、苦情等のあるものは、知事にその旨を申し出

ることができる。 

２ 知事は、前項の規定により申出があった提案、意

見、要望、苦情等の処理を行うに当たり特に必要がある

と認めるときは、神奈川県男女共同参画審議会（以下

「審議会」という。）の意見を聴くものとする。 

 

（審議会への諮問） 

第 15 条 知事は、男女共同参画社会基本法（平成 11 年

法律第 78 号）第 14 条第１項の規定による男女共同参

画計画を策定し、又は改定しようとするときその他男女

共同参画の推進に関する重要事項に関し決定を行おうと

するときは、審議会の意見を聴くものとする。 

 

（委任） 

第 16 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 14 年４月１日から施行する。ただ

し、第 10 条から第 12 条までの規定は、同年 10 月１日

から施行する。 

（附属機関の設置に関する条例の一部改正） 

２ 附属機関の設置に関する条例（昭和 28 年神奈川県条

例第５号）の一部を次のように改正する。別表知事の項

神奈川県統計報告調整審議会の項の次に次のように加え

る
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3. 主な改訂内容 

 

No. 内容 対応方法 該当ページ 

01 「第５次男女共同参画基本計画」の策定（令和 2 年） 追加 1､3､70 

02 ＳＧＤｓ目標「ジェンダー平等を実現しよう」について 追加 1 

03 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」の改正 追加 3､84 

04 国勢調査（2020 年時点）の数値（人口、就労状況）について 更新 
7~11 

 

05 
令和４年町民アンケートの結果（就労状況、男女共同参画に関する意識、ワ
ークライフバランスに関する状況、男女の人権）について 

更新 

12~18､ 

29､30､ 
39~46 

06 介護離職の状況について（令和 3 年 3 月時点） 更新 15 

07 令和 4 年事業所アンケートの結果（女性活躍の状況）について 更新 
19､20､33､ 
35 

08 令和４年自治会アンケートの結果（女性活躍の状況）について 更新 21~25 

09 
総務課提供データ（町議会・審議会・委員会における女性の割合、育児休業

取得状況）について 
更新 26~28､34 

10 町民の育児休業取得状況（令和２年３月時点）について 更新 31､32 

11 
子育て健康課提供データ（幼稚園等児童数、支援センター来所数、ファミリ
ーサポート松田活動状況）について 

更新 36､37 

12 福祉課提供データ（高齢者支援取組参加者数）について 更新 38 

13 「出産サポートタクシー利用助成事業」について 追加 61 

14 「第２子保育料無償化」について 追加 62 

15 「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」の成立（令和４年） 追加 70 

 


